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１．はじめに 

  「大都市の歓楽街に対する迅速な感染拡大防止と中長期的な感染防止を目

的とした提言」（令和２年８月 24日新型コロナウイルス感染症対策分科会（第

７回）。資料１）において、大都市の歓楽街（接待を伴う飲食店のある地域）

での感染拡大が確認された際に、周辺地域又は全国へ拡大させないための早

期介入の重要性等が指摘された。 

  当該提言においては、現場で対応を行う保健所等を十分に支援し、地方公共

団体と関連業界が連携した対応を行うため、 

・関連業界・地域の関係者（従業員、お客等）が検査を迅速に受けられる体制

の構築及び検査後の調査・入院等の一連の業務、受け皿となる施設の確保、

陽性者のフォローアップへの支援等 

・関連業界・地域の設置者や従業員等と感染状況の実態を把握できる信頼関係

を最大限に構築・維持した上での実態に即した感染対策の支援等 

・このような機動的な支援枠組みが、効果があった場合には、歓楽街に限らず、

大規模流行に発展しうる全国の同様のリスクのある環境や場面にも迅速な

支援を行うことができる仕組み等 

の取組を検討すべきこととされた。 

  また、これまで３月～５月と７月～８月の二度の感染拡大を経験したが、感

染拡大のいわば「急所」である大都市の歓楽街への対策を強化することにより、

感染拡大防止と社会経済活動の維持の両立を図った上で、十分に制御可能な

レベルに感染を抑制していくことが期待される。 

これらを踏まえ、令和２年９月 11 日に開催された、新型コロナウイルス感

染症対策分科会（第９回）において、新型インフルエンザ等対策有識者会議新

型コロナウイルス感染症対策分科会の下に、「大都市の歓楽街における感染拡

大防止対策ワーキンググループ」（以下「WG」という。）を設置した。 

本 WGでは、「偏見・差別とプライバシーに関するワーキンググループ」と連

携を図りながら、「大都市の歓楽街における感染拡大防止対策ワーキンググル

ープの進め方について」（令和２年９月 11 日新型コロナウイルス感染症対策

分科会（第９回）今村構成員提出資料（資料２）。以下「今村構成員提出資料」

という。）の考え方を踏まえつつ、具体的な取組方策等について、４回にわた

り検討を進めてきた。 

  本報告書は、これまでの検討結果を基に、当面の取組方策を取りまとめたも

のである。 
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２．大都市における感染状況等 

  今回の７月～８月の全国的な感染拡大については、全国の発症日ベースの

流行曲線で見ると、まず東京都において感染者数が増加し、首都圏の各県へと

感染が拡がり、その後、大阪府、福岡県、さらには愛知県へと、一定の時間差

をもって感染が拡大したことが窺える。国立感染症研究所の遺伝子解析にお

いても、今回の感染拡大が新宿由来であることが明らかになっている。また、

東京都内の流行曲線を見ると、まず新宿区において感染者数が増加し、そこか

ら遅れる形で、他の区での感染者数が増加してきていることも見て取れる。 

  次に、東京都における感染状況について、その要因を分析すると、２月～３

月、特に３月下旬頃は海外からの輸入例が多く、そこから都心部を中心とする

歓楽街において、接待を伴う飲食店のみでなく、居酒屋等も含めた飲食店での

感染者数が増加していった状況が見られた。一方で、７月～８月の流行期にお

いては、５月下旬から６月にかけて、接待を伴う飲食店を中心として、歓楽街

の感染者数が急速に増加している。これは、大都市の歓楽街においては、人か

ら人への感染が生じやすく、また、その状況が表面化しにくい環境にあること

から、クラスターの連鎖が続いていくことが要因であると考えられる。 

  具体的なクラスター発生事例の分析によると、 

 ・大都市の歓楽街の接待を伴う飲食店等において感染が発生すると、その周辺

の地域や地方に感染が拡大していく 

 ・接待を伴う飲食店等の飲食店でのクラスターを起点として、地域内で感染、

具体的には、職場や家庭内で感染が拡がり、その後、高齢者施設等に感染が

拡大する 

 ・接待を伴う飲食店等の従業員や利用者の人の移動等により、地方都市の歓楽

街においてもクラスターが発生し、そのことを起点として、地方都市での感

染拡大につながっていく 

 といった構図があるものと考えられる。（資料３） 
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３．７月～８月の感染拡大期における取組の検証・分析等 

２．の大都市における感染状況等を踏まえて、本 WG では、７月～８月の感

染拡大期における取組の検証・分析等を目的として、 

 ・各地方公共団体の取組状況に係る事例報告及びアンケート調査 

 ・大都市の歓楽街における対策の効果等の分析 

 ・先進的な取組を行った地方公共団体に対する委員派遣調査 

 ・事業者・有識者へのヒアリング 

 を行った。 

具体的には、今村構成員提出資料を踏まえて、「通常時から取り組む対策」

や「早期介入時に行う対策」に関して、地方公共団体の先行事例の効果や課題

等の検証・分析等を行うため、重点的な PCR検査等の実施や営業時間短縮・休

業要請等の地域における感染防止対策に関する取組状況について、事例報告や

アンケート調査を通じて把握を行った上で、その対策の効果等について、統計

的分析を実施した。 

また、地域における感染拡大防止に関する取組の詳細な状況、地域の実情・

実態を把握するため、先進的な取組が行われた地域である、沖縄県・那覇市及

び東京都・新宿区に対して、委員等による現地調査を行った。さらに、有識者

ヒアリングを実施するとともに、これまでの取組状況等について、現場の声な

どを把握するため、事業者の代表者等からのヒアリングも実施する等、多様な

アプローチで検証・分析等を行っており、その具体的な内容は（１）～（４）

のとおりである。 

 

（１）各地方公共団体の取組状況 

７月～８月の感染拡大期における各地方公共団体の取組状況を把握するた

め、「重点的な PCR 検査等の実施」及び「営業時間短縮・休業要請」等につい

て、本 WGの構成員である地方公共団体による事例報告、また、本 WGの構成員

である地方公共団体も含めて、これらの取組を実施した地方公共団体に対する

アンケート調査を実施しており、その概要については次のとおりである。（資

料４） 
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 重点的なＰＣＲ検査等の実施 営業時間短縮・休業要請 

事例報告 WG 構成員である、北海道・札幌市、東京都・新宿区、愛知県・名古屋市、

大阪府・大阪市、福岡県・福岡市において、それぞれの取組事例を報告。 

アンケー

ト調査 

 

【対象団体】 

＜WG構成員＞ 

北海道・札幌市、東京都・新宿区、

愛知県・名古屋市、大阪府・大阪市、

福岡県・福岡市 

＜WG構成員以外の団体＞ 

宮崎県、群馬県前橋市、埼玉県さい

たま市、千葉県千葉市、東京都豊島

区、東京都足立区、神奈川県横浜市、

静岡県浜松市、静岡県御殿場市、兵

庫県神戸市、山口県山陽小野田市、

沖縄県那覇市 

 

【主な質問項目】 

・取組の概要 

・対象期間 

・対象者 

・対象店舗数等 

・検査件数、陽性者数 

・取組の周知方法 

・課題、要望 等 

【対象団体】 

＜WG構成員＞ 

北海道・札幌市、東京都・新宿区、

愛知県・名古屋市、大阪府・大阪市、

福岡県・福岡市 

＜WG構成員以外の団体＞ 

埼玉県、千葉県、福井県、山梨県、

宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

 

 

 

 

【主な質問項目】 

・要請内容 

・対象施設・業種等 

・対象地域 

・対象期間 

・対象規模（施設数等） 

・協力金等の支給の有無 

・課題、要望 等 

 

（２）これまでの対策の効果等の分析結果 

（１）の各地方公共団体の取組状況等も踏まえつつ、これまでの対策の効果

等の統計的分析を行っており、現時点での分析結果の概要については、次のと

おりである。（資料５） 

 

【分析の方針】 各歓楽街の感染状況から得られた下記の仮説を分析。 

① 陽性者の増加という情報効果による行動変容で人出が減少することによ

って、陽性者数が減少したのではないか。 

 ② 官公庁等からのメッセージ（マスク着用、３密回避、外出自粛）による行

動変容で人出が減少することによって、陽性者数が減少したのではないか。 

 ③ 市区の検査拡大、歓楽街での重点的検査の実施に伴い短期的には陽性者

数が増加（市中の陽性者の捕捉）したが、中長期的には陽性者数が減少（ス

クリーニング効果による感染拡大の抑制）したのではないか。 

 ④ 営業時間短縮要請等による行動変容で人出が減少することによって、陽

性者数が減少したのではないか。 
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 【分析手法】 

 ①寄与率試算 

  「陽性者数の減少（７～８月）」に対する「人出の減少（7/1～8/15 の歓楽

街）」、「市区の検査数（6/14～8/22）／人口」、「重点的検査数（6/14～8/22）

／店舗数」の大まかな関係を推定。 

 ②週単位での効果分析 

  週単位で、各項目の数値間の関係性について、時間軸を考慮して分析し、重

点的検査数等の実績値や計画値を入力することで将来の陽性者数を試算す

る予測方程式を推定。 

 

【分析から分かってきたこと】 

① 各歓楽街の分析については、例えば、札幌のすすきのは、人出の減少は無

く、重点的検査も大きく増やしておらず、陽性者数は減っていないものの、

絶対数としては多くの陽性者は出ているわけではない。 

新宿・歌舞伎町は、営業時間短縮要請期間であっても人出は減ってはい

ないが、十分な数の重点的検査を行うことによって、陽性者数を減らすこ

とができたのではないか。 

名古屋の錦・栄は、営業時間短縮要請等が奏功し、人出を減少させたこと

が、感染を減らすことに寄与したのではないか。 

大阪のミナミは、十分な数の重点的検査を実施したこと、また、営業時間

短縮要請等によって人出を減少させたことで、陽性者数を減らすことがで

きたのではないか。 

   福岡の中洲は、市全体の検査数を増加させたことや、飲食店の滞在時間短

縮等の要請等が奏功し、人出を減少させたことで、陽性者数を減らすことが

出来たのではないか。 

② 陽性者数が増えるタイミングを早期に察知し、十分な数の重点的検査を実

施することが、将来の陽性者数の減少につながると考えられる。 

③ 緊急事態宣言のように、経済にも大きな影響を及ぼす幅広い休業要請を行

うのではなく、エリアや業種等を絞った営業時間短縮要請等を行い、限定的

に人出を減らすことで、陽性者数を減少させることができると考えられる。 
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（３）先進的な取組を行った地方公共団体に対する委員派遣調査結果 

  ７月～８月の感染拡大期への対応においては、各地域の関係者が、その実

情・実態に応じ、様々な創意工夫を行いながら取組を行ってきた。 

このため、地域における感染拡大防止に関する取組の詳細な状況や、地域の

実情・実態を把握するため、PCR検査等の実施など保健所機能や医療提供体制

の実情と課題、これらに対する支援の状況、また、事業者や従業員等との信頼

関係の構築や情報共有等、歓楽街における感染が拡大しにくい環境づくりに関

する取組の状況等について、先進的な取組を行っている沖縄県・那覇市、東京

都・新宿区において調査を行っており、その概要については次のとおりである。

（資料６） 

 沖縄県・那覇市 東京都・新宿区 

日程 ９月３０日（水）、１０月１日（木） １０月２日（金）、１０月６日（火） 

ヒ ア リ

ング先 

・沖縄県庁 

・那覇市役所、那覇市保健所 

・現地有識者（高山先生、田名先生） 

・沖縄県衛生環境研究所 

・ウェルネス西崎病院 

・沖縄県飲食業生活衛生同業組合、

那覇中央社交飲食業協会 

・接待を伴う飲食店の代表者 

・東京都庁 

・新宿区役所、新宿区保健所 

・新宿区保健所戸山分室 

・東京都保健支援センター 

・東京都南新宿検査・相談室 

主 な テ

ーマ 

①PCR 検査等の実施など保健所機能

や医療提供体制の実情と課題 

②看護師等の広域的な人的支援の

成果と課題 

③国から沖縄県庁に派遣された支

援人材が果たした役割 

④事業者・従業員等との信頼関係構

築や情報共有の方策 

⑤歓楽街における通常時から感染が

拡大しにくい環境づくり  

①PCR 検査等の実施など保健所機能

や医療提供体制の実情と課題 

②国や都による保健所支援の成果と

課題 

③事業者・従業員等との信頼関係構

築や情報共有の方策 

④歓楽街における通常時から感染が

拡大しにくい環境づくり 

 

（４）事業者・有識者へのヒアリング結果 

（３）の委員派遣調査結果に加えて、これまでの取組状況等について、多角

的に状況を把握するため、歓楽街で働く方々の意識等について、事業者に対し

て、直接ヒアリングを行うとともに、地域の感染防止対策等に関する実際の取

組とその分析、保健所支援やリスクコミュニケーションのあり方について、有

識者に対してもヒアリングも実施しており、その概要については次のとおりで

ある。（資料７～資料 11） 
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ヒアリング対象者 主なテーマ 

○事業者の代表者 

・佐野真伊氏 

（ガールズバーオーナー） 

・杉山元茂氏 

（歌舞伎町商店街振興組合副理事長） 

・巻田隆之氏 

（ホストクラブグループ代表） 

・感染防止対策の取組状況 

・PCR検査の受診勧奨等への受け止め方 

・事業者、従業員等との信頼関係構築や

情報共有のための効果的な方策 

・行政の取組への要望 等 

岩橋恒太氏 

（特定非営利活動法人 akta理事長） 

新宿二丁目での COVID19対策と課題につ

いて（HIV対策拠点・コミュニティセン

ターaktaの視点から） 

砂川委員 接待を伴う飲食店における新型コロナウ

イルス感染症（COVID-19）感染リスクに関

する調査研究について（2020年９月 23日

時点暫定報告） 

山岸委員 日本公衆衛生学会の自治体支援 

武藤分科会構成員 COVID-19 対策における患者・市民との協

働 
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４．今後の対策のあり方 

（１）対策を通じた基本的な考え方 

   新型コロナウイルス感染症については、いわゆる「３密」や「大声」とい

う条件下において、感染リスクが高く、これまでも接待を伴う飲食店等にお

いては、その事業内容の特性等から、多くのクラスターが発生している。 

   今回の７月～８月の感染拡大は、緊急事態宣言解除後、大都市の歓楽街

（接待を伴う飲食店等が多数ある地域）の感染者数が増加し、周辺地域、地

方や家庭・職場等に伝播し、全国的な感染拡大につながったものと考えられ

る。 

これまでの感染拡大の経験を踏まえれば、大都市の歓楽街が感染拡大のい

わば「急所」であり、こうしたエリアへの対策を強化することが、今後の感

染拡大防止に有効である。 

しかしながら、こうした歓楽街にある接待を伴う飲食店等は、行政との距

離感がある場合もあり、これまで感染防止対策に関する正確な情報が十分に

届いていなかった可能性がある。そのため、PCR検査等の受診勧奨を行って

も、必ずしも積極的には対応がなされないといった実態があるものと考えら

れる。 

今後は、接待を伴う飲食店等や歓楽街の「業種や地域の特性」を十分に踏

まえた上で、「事業者やそこで働く方々との信頼関係」を築きながら、感染

拡大防止に係る取組を進めていく必要がある。そのためには、通常時（感染

がある程度収まっている段階）から、「安心な街づくり」を目指すとの目的

を共有し、地域ぐるみで対策に取り組むことが重要である。 

また、大都市の歓楽街については、他の地域との往来も多く、感染拡大が

確認された場合に、歓楽街を起点に各地に感染が拡大することが見込まれる。

このため、早期に感染拡大の予兆を検知した上、早期に介入し、エリア・業

種等の対象を絞った上で、集中的に対策の強化を図ることが重要である。 

今後の対策を進めていくに当たっては、感染がある程度収まっている「通

常時」と感染拡大の予兆が検知された「早期介入時」 のフェーズに応じて、

それぞれの対策において重要な役割を果たす保健所機能に対する専門的・広

域的な見地からの支援策を講じつつ、対策の実効性を確保していくことが必

要である。その際には、本 WGの構成員となっている地方公共団体に限らず、

歓楽街を有する各都市、そして各地域の保健所が、地方公共団体はもとより

国とも連携して取組を進めることが重要である。 

以上を踏まえ、本 WG では、大都市の歓楽街における感染防止対策を講じ
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るに当たっては、各地域、各取組に共通する、次の「５つの視点」が重要で

あると考える。これらに十分に留意した上で、国と地方公共団体が連携し、

事業者・従業員、支援団体等と信頼関係を築きながら、取組を進めていくこ

とを期待したい。 

 

 【５つの視点】 

  ① 事業者、従業員、そして支援団体など、現場と対話する時間を惜しまな

いこと。 

  ② 信頼関係を構築しながら、きめ細やかな予防策の行き届いた、安心で

きる街づくりを目指すこと。 

  ③ 差別や偏見にも十分な配慮を行いながら、慎重に対策を進めること。 

  ④ 早期に感染拡大の予兆を検知し、早期に対策を講じること。 

  ⑤ 以上の取組に重要な役割を果たす保健所に対して十分な支援を行うこ

と。 

 

 

（２）通常時から取り組む対策 

＜通常時における対策の基本的方向性＞ 

 通常時から取り組む対策については、主に、（１）の「５つの視点」①、

②、③を踏まえ、接待を伴う飲食店等や歓楽街の業種や地域の特性に配慮し

つつ、まずは、地道に現場に足を運び、事業者、従業員等との信頼関係を構

築しながら、地域ぐるみで対策に取り組んでいくことが必要である。 

  その上で、相互にコミュニケーションを図りながら、感染防止対策の必要

性などについて理解を得て、PCR検査等の受診勧奨、感染拡大防止に重要な

役割を果たす業種別ガイドラインの遵守や接触確認アプリの普及など、感染

拡大が生じにくい環境づくりを行うことが重要である。 

   その際には、歓楽街エリアの多様な人がアクセスしやすい相談・検査体制

を構築し、相談から PCR検査等の受診へとつなげていくことが、感染拡大を

早期に検知し、速やかな対策につなげていくためにも必要である。 

   また、感染拡大期には保健所業務がひっ迫することから、早期介入時に、

重点的な PCR 検査等の対策を的確に実施することができるよう、通常時よ

り、国、都道府県、学会等が連携した人的支援体制の構築等、保健所の支援

体制の準備を進めておくべきである。 

こうした関係者が一体となった取組を通じ、歓楽街で働く方々やその地域

を守り、「安心な街づくり」を目指していく。 
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① 信頼関係の構築と情報共有 

ア 事業者、従業員等との信頼関係の構築 

   前記の「基本的方向性」で述べたとおり、事業者、従業員等との信頼関係

の構築に当たっては、まずは、様々な業種ごとの特性や違い（事業形態、事

業者と従業員の関係性等）、各歓楽街のそれぞれの特性等の地域の実情に応

じて取組を進めていくべきである。その際、委員派遣調査を実施した、沖縄

県・那覇市における、「人と人との結びつきが強く、行政と事業者の意思疎

通が上手くできた取組」や、東京都・新宿区における、「歓楽街に対して、

首長が事業者と同じ目線に立ち、継続的に働きかけたことで、事業者の協力

が得られた取組」等の先行事例があり、こうした取組を参考に地域の実情に

応じた取組を進めることが重要である。 

   信頼関係を構築していく上では、事業者や従業員等の立場を理解しつつ、

中長期的な視点を持ちながら、地道に足を運び、現場との丁寧な対話等を進

めていく必要がある。その際には、感染拡大防止の取組が、従業員の方に対

しては、個々人やその家族の健康や生活を守り、また、事業者に対しては、

個々の店舗の経営の安定や地域全体としての「安心な街づくり」に資するこ

とについて、理解を深めていくことが重要である。 

これらの取組を進めていくに当たっては、「キーパーソンとなる人物」を

見出すことが、信頼関係を広げていく上で重要なポイントとなる。また、

現場に根差した「コミュニティグループ」を形成し、連携していくことが

重要であるとの指摘があり、現場の関係者との連携を密に行うべきである。 

その際、特定の店舗やエリアに対する偏見・差別および風評被害の発生

可能性は、当事者らの不利益につながることに加えて、感染拡大防止に取

り組む関係者が信頼関係を構築する上での隘路ともなる。このことから、

「安心な街づくり」を目指していくとの目的を関係者で十分、共有すると

ともに、行政サイドにおいて、リスクコミュニケーションの専門家の助言

等を踏まえながら、偏見・差別や風評被害への対策に関して、適切な情報

発信等の取組を、地道、かつ継続的に行っていくことが重要である。 

さらに、中長期的な視点で街を育て、安心できる街づくりを目指してい

くという観点から、地元の商店街組合や社交飲食業組合等の地域団体、NPO

法人をはじめ地域で活動しているグループ等と一体となって、対策に取り

組んでいくべきである。また、例えば、東京都・新宿区では、「行政と事業

者が一体となった感染拡大防止キャンペーンの実施」等の先行事例があっ

たが、この他にも、街中にバナー等の掲示をするなど、地域が一体となっ

て安心な街づくりを目指す気運の向上につながる取組が重要である。 

 



 

11 

【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・本 WGの下に、「リスクコミュニケーション・チーム」を設置 

  ・リスクコミュニケーション等の専門家の地方公共団体等に対する助言等

による支援 

  ＜地方公共団体＞ 

  ・関係都道府県、関係市・区ごとに、歓楽街対策を中心的に担う「安心な街

づくりタスクフォース」を設置し、相互に連携しながら取組 

・現場との丁寧な対話等の積み重ね 

  ・現場の関係者、特にキーパーソンとなる人物や NPO 法人等のコミュニテ

ィグループを見出し、緊密な連携 

  ・地元の商店街組合や社交飲食業組合等の地域団体との通常時からの連携 

  ・リスクコミュニケーションの専門家の助言等を踏まえた風評被害対策の

実施 

   

イ 事業者、従業員、利用者等との情報共有 

   事業者、従業員、利用者等との情報共有に関して、基本的な感染防止対策

について、「正しい情報」を伝達し、「正しい理解」を得ることが重要である。 

その際、店舗内における感染防止対策のみならず、寮生活を送っている

場合や、営業時間後の時間帯における、いわゆるアフターと言われる行動

等も感染リスクが高いことが指摘されている。従業員一人ひとりに、必要

な感染防止対策を浸透させることが重要である。また、飲酒後に感染防止

対策が疎かになる場合も少なくないことから、店舗において過度の飲酒と

ならないよう注意を行うことも有用であると考えられる。併せて、接待を

伴う飲食店のみならず、アフターや二次会等の場所となる一般の飲食店に

対しても、改めて感染防止対策を徹底する取組を進めていくべきである。 

また、店舗側がガイドラインを遵守して感染防止対策を講じたとしても、

利用者（客）が、マスクを着用していないなど基本的な感染防止対策を怠

っているとの指摘がある。行政サイドにおいて、店舗側と協力しつつ、利

用者に感染防止対策に取り組むよう周知徹底を進めることも必要である。 

情報共有を行うための手法として、まずは、感染拡大防止に 

・「関心が高い事業者」 

・「関心が低く、協力的ではない事業者」 

・「関心はそれほど高くないが、正しい情報が伝われば協力を得ることが可

能な事業者」 

の三者に区分するなど、セグメンテーションを意識した上で、それぞれに
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対応した形での取組を行っていく必要がある。 

   例えば、相談や PCR検査等の受診勧奨等においては、 

・関心が高い事業者に対しては、店舗単位で主として経営者に、 

・関心が低く、協力的でない事業者に対しては、直接、個々の従業員に、 

・関心はそれほど高くないが、協力を得ることが可能な事業者に対しては、

まずは、店舗単位で主として事業者にアプローチした上で、状況に応じて、

直接、個々の従業員に、 

それぞれアプローチしていくなどの工夫が必要である。 

こうしたセグメンテーションの他に、例えば、ホストクラブでは、店舗と

従業員の関係性が強いことから、店舗単位でのアプローチが重要である一

方、キャバクラでは、従業員が副業を持つなど、店舗と従業員の関係性が

弱いことも多く、個々の従業員へのアプローチが必要となるとの指摘があ

った。こういった指摘を踏まえ、ホストクラブやキャバクラ等の業種ごと

に、事業形態や事業者と従業員の関係性等を踏まえた対応も重要である。 

個々の従業員へのアプローチを行う際には、例えば、従業員の中には、

SNS のみを連絡手段として活用している場合もあることから、多様なツー

ルを活用しながら、連絡先の把握などネットワークの構築を行っていくべ

きである。 

また、具体の「情報共有のための手法」については、定期的な意見交換会

や勉強会、相談会の開催のほか、SNSでの情報交換等、従業員が購読する雑

誌への掲載等、多様な方法を複数、活用していくことが考えられる。コミ

ュニティグループ・NPO法人・専門機関等、現場の意見も聴きながら、事業

者や従業員等が参加しやすい形で、相互のコミュニケーションを図ってい

くべきである。 

 

   また、接待を伴う飲食店等の歓楽街の事業者や従業員には、行政からの感

染防止対策や経済的な影響に対する生活支援等に関する情報が届いていな

いケースも多く、書類作成や自分に適した情報を見つけるノウハウが不足

している等の指摘もあった。従業員の中には、例えばシングルマザーの方が

いるなど、お店を休まなければならなくなった際の生活に不安を抱く人も

多い。行政からの情報が、必要としている事業者や従業員等に届く形で伝え

ていくことや各種生活支援等の手続きに関する丁寧なサポートが重要であ

る。 

「情報共有を行う内容」に関して、事業者や従業員等の目線に立った上

で、マスクの着用など、基本的な感染防止対策の必要性を分かりやすく説

明する必要がある。 
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加えて、受診勧奨を行う際には、東京都新宿区の「感染者が発生した場合

の対応を説明したフロー図や Q&A を作成し、店舗に配布」等の先行事例が

あり、検査そのものに止まらず、検査前後の一連の流れに関する理解を深

めるものとする必要がある。併せて、中小・小規模事業者等の支援を行う

ことを目的として、最大 200 万円が給付される持続化給付金や家賃支援給

付金、アクリル板の設置等の業種別ガイドライン等に基づく感染防止対策

に活用が可能な持続化補助金、雇用調整助成金、都道府県が地方創生臨時

交付金等を活用して給付する休業要請等を行った場合の協力金、事業者の

資金繰りに資する制度融資等、各種の生活支援策等についても、国・都道

府県が連携して積極的に周知していくべきである。 

関係者とのコミュニケーションを行う際には、こちらの伝えたいことだ

けを一方的に伝えたり、相手を説得することだけを目的としたりしないよ

う、注意が必要である。リスクコミュニケーションは、当該リスクに関係

する人々が、リスクについての正しい情報及び互いの意見をやり取りする

プロセスである。相手の考えや状況を十分に聞いて理解することは、実態

に即した実効性あるリスク対策につながり、また、信頼の構築にもつなが

る。 

   

   なお、事業者に対しての感染防止対策に関する情報共有は、当初は積極的

に対応がなされる場合であっても、その後、時間の経過とともに、関心が薄

れてしまうことや、事業者側から、例えば、各地域で、店舗ごとの参加者を

集めた講習会を実施し、受講者の認定等を行った上で、店舗内の感染防止対

策を担ってもらうといったアイデアも考慮すべきことが指摘されている。

継続的な取組がなされるよう、意見交換会等を重ねるとともに、最新の知見

に関する情報提供の頻度等について、留意する必要がある。 

   加えて、大都市の歓楽街においては、行政から情報が届きにくい、性的マ

イノリティの方や外国人コミュニティに対しても、感染防止対策等につい

て適切に情報提供を行うことも重要である。 

 

さらに、後述する感染拡大の予兆の早期検知や PCR 検査等の実施に当た

っては、普段から地域の患者と接している地元の医療機関や地区医師会と

の連携が必要不可欠であることから、こうした機関とも、通常時から様々

な情報交換に努めるべきである。 

 

 

 



 

14 

【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・地方公共団体等が行う研修や勉強会、当事者への情報周知等に必要な資

材やコミュニケーションツールの製作・提供 

・リスクコミュニケーション等の専門家の助言等による支援（再掲） 

  ・各種生活支援策等の積極的な周知 

  ＜地方公共団体＞ 

  ・連絡網（保健所⇔事業者、従業員）の整備、明確化 

  ・セグメンテーションに応じた情報提供 

  ・多様なツールを活用した、事業者、従業員、利用者等への情報提供 

  ・定期的な意見交換会や勉強会、相談会、研修会等の開催 

  ・性的マイノリティの方や外国人コミュニティ等への情報提供 

  ・各種生活支援策等の積極的な周知 

 

 

② 感染が拡大しにくい環境づくり 

ア 通常時からの「相談・検査体制」の構築 

   大都市の歓楽街における感染拡大防止のためには、通常時から、個々の従

業員や利用者等が、体調不良時や発熱や咳などの症状がある場合に、気軽に

相談し、必要に応じて PCR 検査等を受けることができる体制の構築が必要

である。 

   その体制は、一体となった「相談・検査拠点」を設置することが有効であ

ると考えられるが、既に歓楽街に特化した検査拠点を設置又は準備を開始

している地方公共団体にあっては、別途、相談窓口を設け、一体的に運用す

ることもあり得る。いずれにせよ、「相談から検査へとしっかりつなげてい

く環境」の整備が肝要である。 

相談・検査拠点を設けるにあたっては、従業員や利用者等が利用しやす

いように、次の三点に留意する必要がある。 

第一は、「場所の確保」である。相談・検査を行う場所を確保するに当た

っては、利便性に配慮しアクセスしやすい場所が好ましい一方で、プライ

バシーや匿名性の確保にも配慮する必要がある。同様の観点から、場所に

ついては非公表とすることが考えられる。また、相談・検査場所の設置に

ついては、近隣住民等の理解を得る必要があることにも留意が必要である。 

第二は、「体制の確保」である。必要な検査能力を確保することは勿論の

こと、相談・検査体制を構築するに当たって、医師等の専門職を地元医師  

会等、関係団体とも連携しながら確保する必要がある。また、カウンセラ 
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ー等の配置についても検討する必要がある。 

第三は、「受付時間帯など運営上の工夫」である。従業員が相談・検査を

受けやすいように、店舗の営業時間等も踏まえて、平日の出勤前に立ち寄

ることが出来る時間帯や土日にも開かれていることが望ましい。このこと

は、前記の「体制の確保」とも関連する。また、検査の手法についても、抗

原検査、唾液による検査、持ち運びが可能な検査機器の活用等、より検査

を受けやすい方法を採用することも重要である。 

こうした、相談・検査拠点の周知を行うに当たっては、NPO法人等のコミ

ュニティグループの活用、SNSの活用、口コミ、HIVの相談室（※性感染症

の相談・検査を行っている機関。歓楽街の従業員等も相談に訪れるため、

当該機関における周知も有効）を通じての広報等、従業員が購読する雑誌

への掲載等、多様なチャネルを活用して、事業者や従業員等に情報が届き

やすいように取組を進めていくべきである。その際、SNS等については、相

談・検査拠点に相談する以前の初期的なコミュニケーションを取るツール

となり得ることも重要なポイントである。 

   

相談・検査拠点が多くの人に使われ、有効に機能するためには、店舗の経

営者の理解が得られ、店舗を通じても受診勧奨がなされることもポイント

となる。 

その際には、感染の拡大防止が経営の安定につながることを理解や納得

をしてもらうことが必要である。検査で陽性者が出た場合、本人ばかりで

なく店舗の営業にも何らかの影響が出るが、「正直者が馬鹿を見る」状況で

あると保健所に協力するモチベーションが下がる。検査や感染防止対策に

協力しても報われないことへの不安や不満があり、協力したことへの感謝

をしっかり伝えつつ、感染拡大防止にどのように貢献したかを具体的に説

明するべき等の指摘もあった。このため、店舗単位で検査等を行う場合は、

風評被害対策を行うとともに、安心な店舗であることの何らかの認証等、

協力店舗のモチベーションの維持・向上策を検討することが必要である。

その際には、利用者が、必要な感染防止対策が行われた店舗等を選択する

インセティブになるような仕組みとすることも一案である。 

 

   また、「相談・検査拠点」における相談そのものが、歓楽街で働く人々が、

新型コロナウイルス感染症対策において、どのようなことで悩んでいるの

か、何を必要としているのかを知る手掛かりとなる。いわば、リサーチセン

ターとして機能することも期待されるので、信頼関係やネットワーク構築

に役立てていくべきである。 
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【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・緊急包括支援事業を活用した相談・検査拠点（場所、体制）の設置支援 

  ・相談・検査拠点の設置（場所、体制）に係る専門家の助言等による支援 

  ＜地方公共団体＞ 

  ・日常的な相談・検査拠点（場所、体制、運営等）の新たな設置や既にある

拠点の拡充・強化 

  ・多様なツールを活用した、相談・検査拠点（場所、体制）の広報・周知 

  ・協力店舗のモチベーション維持・向上策の検討 

 

 

イ 業種別ガイドラインや接触確認アプリ等の更なる定着促進 

   業種別ガイドラインの遵守については、戸別店舗訪問、業界団体や商店街

への呼びかけ、感染防止対策を行っている事業者に対する各地方公共団体

のステッカーの普及等を通じて、さらなる徹底を図っていく必要がある。そ

の際、社交飲食業組合等で実施しているチェックリストを活用した巡回等

の取組をさらに推進すべきである。 

   ガイドラインを守らない店舗については、各種法令に基づく様々な機会

も活用しながら、働きかけを強める一方、ガイドラインを遵守する店舗に対

するインセンティブを検討していくべきである。 

   また、接待を伴う飲食店等においては、店舗側で利用者の把握を行うこと

が可能な場合もあるが、情報の把握が困難な場合も多いことから、感染拡大

防止のためには、行政と事業者が連携して、利用者にアプリ（COCOA や各地

方公共団体の通知システム等）の活用を強く勧めることが有効である。 

 

【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・業種別ガイドラインの周知徹底 

  ・COCOA や各地方公共団体の通知システム等の普及促進 

  ＜地方公共団体＞ 

  ・戸別訪問、業界団体への呼びかけ等を通じたガイドラインの遵守徹底 

  ・感染拡大防止を目的としたステッカーの普及促進 

  ・通知システム等普及促進のための事業者への働きかけ強化 
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③ 通常時からの保健所支援体制の整備 

   保健所支援体制の整備に関して、感染拡大期にはそもそも保健所業務が

ひっ迫する上、重点的な PCR検査等の対策を行えば、膨大な業務量となるた

め、「通常時」より保健所支援の準備を進めておくべきである。 

   具体的には、国、都道府県、学会等が連携した上で、 

・地方公共団体の保健師 OB・OG の活用、一般職職員による支援、民間派遣

会社の活用等、組織内での応援体制 

・都道府県内での保健師等の派遣（都道府県単位での人材バンクをあらかじ

め設置しておくことも有効）、派遣が可能な者の名簿の整備等、地域内で

の応援体制 

・国からの人材派遣（専門的な支援チームやその指揮調整を行う人材の派

遣）、都道府県間での保健師等の応援派遣、学会からの人材派遣等の仕組

みの構築等、広域的な応援体制 

等、組織内、各地域内、そして、広域での応援と、複層的に人的な支援を行

うことができる体制を構築しておくことが必要である。 

   また、感染拡大期における保健所支援を効果的に行うためには、大規模な

歓楽街を有する保健所と繁忙期に応援に入る保健師等が通常時より一定の

関係を持っていることや、応援に入る保健師等への通常時からの研修等も

有用である。 

   加えて、通常時より受援側の準備も整えておくべきであり、具体的には、

業務マニュアルの整備や、外部からの支援が入る場合の業務の切り出し準

備などが重要との指摘があった。このため、大規模な歓楽街を有する保健所

においては、感染拡大期を見据えて、通常時から、人材育成や感染拡大期に

おける業務分担の整理も進めておく必要がある。 

 

【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・専門的な支援チームやその指揮調整を行う人材の育成 

  ・保健師等の応援派遣スキームの構築 

   （国おいて、協力関係学会・団体リストを作成し、都道府県等において事

前に非常勤職員として採用するスキームを構築するなど） 

  ・保健所機能の強化や支援体制の整備に係る財政支援 

  ＜地方公共団体＞ 

  ・地方公共団体の保健師 OB・OG の活用等による人材確保 

  ・都道府県内での保健師等の派遣体制の構築 

  ・都道府県間での保健師等の応援派遣体制の構築（協定書の作成等） 
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・学会からの人材等を受援する体制の構築 

   （各地域で核となる公衆衛生系の大学との通常時からの連絡調整） 

  ・応援派遣に入ることとなる保健師を「非常勤職員」等として採用しておく

などと、通常時からの人的関係の構築 

  ・応援に入る保健師等への研修実施 

  ・業務マニュアルの整備、繁忙期の業務分担の整理等、受援体制の準備 

 

 

④ 感染拡大の予兆の早期検知 

   早期検知の方策に関して、７月～８月の感染拡大期においては、２．の大

都市における感染状況等で記載のとおり、東京都新宿区において、５月下旬

から６月にかけて、接待を伴う飲食店等を中心として、歓楽街の感染者数が

急速に増加したことから、感染拡大の予兆の検知につなげ、速やかに対策を

行うことが重要である。 

現時点で対応が可能な方策として、 

・新規報告者数の推移のモニタリング（特に地域別の推移） 

・保健所の積極的疫学調査の状況 

等が考えられる。 

   今後は、①及び②の取組を進める中で、早期検知に向けた新たな試みとし

て、 

・相談・検査における、何らかの症状のある者の状況把握 

・歓楽街の事業者や従業員との SNS等を活用したモニタリング 

・各事業者での感染防止対策等を通じての予兆検知等（例えば、日々の体

温チェックを通じた発熱者の状況把握、地方公共団体によるアプリや SNS

を活用した健康観察等の症候群サーベイランス等） 

等により、多様な手法で、早期検知に努めることが重要である。加えて、下

水等の新たなサーベイランス手法についても、検討を進めていくべきであ

る。 

 本 WGとしても、構成員である各地域の地方公共団体からの感染や取組の

状況に関する報告等を通じて、フォローアップを行い、早期検知・早期介

入のタイミングについて、その判断のサポートを行う。 

 

【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・地方公共団体と連携した感染状況の把握、本 WG での検討 

  ・下水等の新たなサーベイランス手法の検討 
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  ＜地方公共団体＞ 

  ・新規報告者数の推移のモニタリング 

  ・保健所の積極的疫学調査の状況の把握 

  ・相談・検査における状況把握 

  ・歓楽街の事業者や従業員との SNS等を活用したモニタリング手法の検討 

 

（３）早期介入時に行う対策 

 ＜早期介入時における対策の基本的方向性＞ 

   早期介入時に行う対策については、主に、（１）の「５つの視点」③、④、

⑤を踏まえ、感染拡大の予兆が検知された際に、歓楽街から周辺地域に感染

が拡大しないよう、７月～８月の感染拡大期の経験を活かし、速やかに対策

を講じ、感染を封じ込めることが重要である。 

   そのためには、歓楽街における新規報告者数が増加するなど、（２）④に

より感染拡大の兆候が検知された場合には、通常時において構築した信頼

関係の上に立って、地元、店舗等の協力を得ながら、早期に、濃厚接触者の

みならず、検査前確率が高く、感染リスクが高い者等に対して幅広く検査を

行う、重点的（地域集中的）な PCR検査等を実施することが重要である。 

   重点的（地域集中的）な PCR検査等の結果、陽性率が高く、歓楽街におけ

る一定の感染拡大が認められる場合には、歓楽街における更なる感染拡大

を防止し、周辺地域への伝播を防ぐために、新型インフルエンザ等対策特別

措置法（平成 24年法律第 31号。以下「特措法」という。）に基づく行政介

入が必要となる。その際には、感染拡大防止の効果とそれによる経済的な影

響を勘案し、対象を絞ったメリハリの効いた営業時間短縮要請等の感染防

止対策を講じることが重要である。 

   加えて、感染拡大期には、保健所における積極的疫学調査等の業務が膨大

となるため、専門的・広域的な見地から、保健所の支援等を行っていくこと

が不可欠である。 

 

① 感染拡大が早期に検知された際の速やかな対策 

ア 重点的（地域集中的）な PCR検査等の実施 

   （２）④により感染拡大の予兆が検知された際には、７月～８月の感染拡

大期における取組の効果分析等を踏まえれば、早期に、重点的（地域集中的）

な PCR検査等を実施することが有効である。 

   その際には、エリア単位で、当該歓楽街の規模に応じた「一定規模」での

検査が実施できるよう、必要な検査体制（検査スポットの設定等）を整備す
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るとともに、歓楽街の関係者に幅広く受診勧奨を行うことが重要である。 

   重点的（地域集中的）な PCR検査等を実施するに当たっては、次の点を十

分検討する必要がある。 

   第一に、「タイミング」である。重点的（地域集中的）な PCR検査等の実

施は、これまでの取組の効果分析においても示されているとおり、早いタイ

ミングで実施するほど、封じ込め効果が高いと考えられる。一方で、歓楽街

の事業者や従業員と感染拡大に関する危機感が共有されていない段階で実

施したとしても、多くの人の受検に至らないとの問題もある。したがって、

歓楽街における感染拡大の予兆に関するデータ等の情報を関係者に正確に

示し、危機意識を共有しつつ、早期に検査を実施することが重要である。 

   第二に、検査の「規模」である。重点的（地域集中的）な PCR検査等の実

施は、 

・東京都新宿区歌舞伎町エリア 

(10/28時点の検査実績 9,236件、風営適正化法の許可・届出店舗数 3,964件) 

・大阪府大阪市ミナミエリア 

(10/28時点の検査実績 5,863件、風営適正化法の許可・届出店舗数 3,906件) 

などで効果が高かったと指摘されている。大都市の歓楽街で働く人は、相

当多数にわたることから、数百人規模では効果が望みにくい可能性があり、

（２）で述べた通常時からの信頼関係の上に立って、できるだけ多くの店

舗、従業員に受診勧奨し、一定規模以上の検査を行う必要がある。 

 その際、新宿区で実施されたように、店舗との信頼関係の上に立って、

店舗ごとに「集団検査」を行うことも有効である。 

 

   重点的（地域集中的）な PCR検査等を実施するに当たっては、風評被害や

エリアに対するレッテル貼り等につながらないよう留意することが必要で

ある。 

   加えて、受診勧奨の方法としては、当該歓楽街への広報のほか、個別店舗

への勧奨、地域の組合等とも協力したチラシ等の配布等の取組が報告され

たが、これに加え、SNSの活用等、多様なチャネルを活用していくことが重

要である。 

 

【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・検査体制の整備等に係る支援 

  ・重点的（地域集中的）な PCR検査等の実施に係る地方公共団体への助言・

支援等 
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  ＜地方公共団体＞ 

  ・検査スポット設定等の検査体制の整備 

  ・エリアや業種単位での重点的（地域集中的）な PCR 検査等の早期実施（実

施のタイミングや規模の確保に十分留意） 

  ・店舗ごとの集団検査の実施検討 

  ・都道府県間での検査資材の融通 

  ・多様なチャネルを活用した積極的な受診勧奨の実施 

  ・風評被害対策の実施 

 

イ 受け皿施設等の確保等 

   大規模な検査を実施した場合、検査後の積極的疫学調査、入院調整、宿泊

療養施設の確保、健康観察等の一連の業務が膨大となる。このため、保健所

機能を確保するために、これら業務の簡素化やシステムの活用等を進める

とともに、保健所への十分な人的支援を行っていくべきである。 

   また、状況に応じた柔軟な受入体制の構築等、感染拡大期を見据えて病床

や宿泊療養施設等の受け皿施設等を、予め十分に確保しておくことが必要

である。 

   さらに、これらの取組に加えて、クラスター発生時における当該施設の換

気の状況や共用設備におけるウイルス付着の状況等の環境調査についても、

今後の感染拡大防止のために、保健所内での業務分担等を行いながら、進め

ていくことが重要である。 

 

【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・病床や宿泊療養施設等の受け皿施設等の確保に係る支援 

  ・必要に応じ国の施設における受け入れの実施 

  ＜地方公共団体＞ 

  ・検査後の積極的疫学調査等の一連の業務の簡素化やシステムの活用 

  ・病床や宿泊療養施設等の受け皿施設等の十分な確保 

  ・保健所業務への支援（入院調整等は都道府県に一元化など） 

  ・環境調査等も実施できるよう保健所業務の役割分担の推進 

 

② メリハリの効いた効果的な感染防止対策 

ア 特措法第 24 条第９項等に基づく措置 

   重点的な PCR 検査等の結果、陽性率が高く、歓楽街における一定の感染

拡大が認められる場合には、歓楽街における更なる感染拡大を防止し、周辺
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地域への伝播を防ぐために、速やかに特措法第 24条第９項等に基づく行政

介入が必要となる。 

７月～８月の感染拡大期における取組の効果分析等によると、大阪府大

阪市ミナミエリアや愛知県名古屋市錦・栄エリアでは、業種やエリアを絞

った形で特措法第 24条第９項等に基づく営業時間短縮要請が行われ、これ

により当該歓楽街の人出が減少し、新規感染者数の減少につながったと考

えられる。 

こうした経験を踏まえれば、経済への影響も考慮しながら、感染拡大の

防止を図るためには、都道府県単位での全面的な休業要請よりも、エリア、

業種（接待を伴う飲食店等）を「限定」したメリハリの効いた営業時間短縮

要請等が有効である。この要請は、適時に適切な規模で実施することが望

ましく、国と都道府県が密接に連携する必要がある。 

   その際には、業種別ガイドラインを遵守した店舗等が安心な店舗である

ことの認証等や実効性を担保するため、要請に応じた店舗に対する国・都道

府県が連携した支援や方策などを検討すべきである。また、中小・小規模事

業者等の支援を行うことを目的として、最大 200 万円が給付される持続化

給付金や家賃支援給付金、アクリル板の設置等の業種別ガイドライン等に

基づく感染防止対策に活用が可能な持続化補助金、雇用調整助成金、都道府

県が地方創生臨時交付金等を活用して給付する休業要請等を行った場合の

協力金、事業者の資金繰りに資する制度融資等の支援策についても、積極的

に周知していくべきである。 

   また、エリアを特定することから、風評被害等の防止に努める必要がある。 

なお、ある一定のエリアで特措法第 24 条第９項等に基づく行政介入を行

った場合、従業員や利用者が、他の歓楽街に移動する問題が生じ得る。した

がって、これらの措置を講じる際には、事前に周辺自治体と協議し、連携を

図っておくことが重要である。 

 

【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・特措法第 24条第９項等に基づく措置に関する支援や調整 

  ・持続化給付金、家賃支援給付金、持続化補助金、雇用調整助成金、地方創

生臨時交付金等による事業者支援の実施と周知（事業者の資金繰りに資

する制度融資についても併せて周知） 

  ＜地方公共団体＞ 

  ・特措法第 24 条第９項等に基づくエリア、業種を限定した営業時間短縮要

請等 
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  ・要請に応じた店舗に対する支援 

  ・周辺自治体との連携 

 

イ 非協力的な店舗への対応等 

   非協力的な店舗への対応等については、協力的な店舗のモチベーション

を維持するためにも、協力的な店舗と非協力的な店舗との間でメリハリを

つけた対応を行うことが考えられる。 

   そのため、事業者に対して、協力することにメリットを感じられる取組や

支援を行う一方、非協力的な店舗に対しては、警察等の関係機関との連携も

図りながら、関係法令に基づく調査や監視活動の際など、様々な機会を通じ

て、感染防止対策への参画を呼びかける等の取組を推進することが重要で

ある。 

 

【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・関係省庁間での連携を調整 

  ＜地方公共団体＞ 

  ・警察等と連携しつつ、関係法令に基づく調査や監視活動の際などでの呼

びかけ 

 

 

③ 感染拡大期における保健所支援のあり方 

感染拡大期においては、そもそも保健所業務がひっ迫する上、重点的な PCR

検査等の対策を行えば、積極的疫学調査をはじめ保健所業務は膨大となるた

め、速やかに人的支援をはじめ保健所支援を行うことが不可欠である。 

そのため、（２）③による通常時からの準備を踏まえ、 

・地方公共団体の保健師 OB・OGの活用等の組織内での応援 

・都道府県内での保健師等の派遣等の地域内での応援 

・国からの人材派遣（専門的な支援チームやその指揮調整を行う人材の派遣）

等による保健師派遣を速やかに実行に移す必要がある。 

保健師等の応援派遣に当たっては、積極的疫学調査等の経験のある者、一

定期間継続的に業務に当たることができる者が望ましいとの指摘があり、受

援側が受け入れやすいよう配慮することが重要である。また、専門職はもと

より、事務職の応援も必要であるとともに、国や都道府県とのリエゾン機能

を果たし、全体の指揮調整を行い得る人材の派遣も重要である。 

さらに、例えば、歓楽街で発生した感染者の濃厚接触者に、医療・介護従
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事者が含まれる場合には、特に注意することが必要であるとの指摘があり、

こうした場合には、その後、幅広く積極的疫学調査等を行うことが必要にな

ることから、十分な人員を割くことができるよう、保健所業務の優先順位を

見極めながら取組を進めることも重要である。 

 

【具体的な取組内容】 

  ＜国＞ 

  ・派遣スキーム発動に係る調整や派遣チームの指揮調整を行う人材の派遣 

  ・国立感染症研究所等からの専門的人材の派遣支援 

  ＜地方公共団体＞ 

  ・地方公共団体の保健師 OB・OG の活用 

  ・都道府県内での保健師等の派遣 

  ・都道府県間での保健師等の応援派遣（全国知事会を通じた派遣等） 

・学会からの人材等の受援 

   （各地域で核となる公衆衛生系の大学の人材の受援等） 

  ・保健所業務の重点化や優先順位付け 
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５．ＷＧの今後の役割 

  本 WG においては、「大都市の歓楽街に対する迅速な感染拡大防止と中長期

的な感染防止を目的とした提言」（令和２年８月 24 日新型コロナウイルス感

染症対策分科会）を踏まえ、大都市の歓楽街における感染拡大防止を図るため

の当面の取組方策の取りまとめを行った。今後は、引き続き、取りまとめ内容

に係るフォローアップや助言等を行う。 

具体的には、適宜、本 WGを開催し、本 WGの構成員でもある各地域の地方公

共団体と感染や取組の状況等についてフォローアップを行うとともに、必要に

応じて、本 WG の構成員である専門家やリスクコミュニケーションの専門家等

をアドバイザーとして、各地域の取組内容に対して、専門的な見地からの助言・

支援等を実施する。特定の地域で、早期介入が必要となった際には、その対策

等についても必要な議論を行う。 

また、今回取りまとめを行った取組方策について、新たな知見が得られた場

合には、本 WG で検討を行った上、速やかに関係地方公共団体と情報共有を行

う。 

  さらに、地方都市の歓楽街における感染も散見されており、大都市の歓楽街

と同様なリスクや課題を抱えていると考えられる。また、地方都市の場合、歓

楽街での感染が、高齢者にすぐに及ぶ可能性も高い。このため、今回の取りま

とめ内容を基に、各地方公共団体等と連携しながら、地方都市の歓楽街におけ

る対策等にもつなげていくこととする。 
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大都市の歓楽街における感染拡大防止対策ワーキンググループの開催について 
 

  令和２年９月１１日 

新型インフルエンザ等対策有識者会議 

新型コロナウイルス感染症対策分科会長決定 

 

１ 新型インフルエンザ等対策有識者会議の開催について（平成 24年８月３日

新型インフルエンザ等対策閣僚会議決定）第８項の規定に基づき、大都市の歓

楽街における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた取組方策等

を検討するため、新型インフルエンザ等対策有識者会議新型コロナウイルス

感染症対策分科会の下、大都市の歓楽街における感染拡大防止対策ワーキン

ググループ（以下「ワーキンググループ」という。）を開催する。 

 

２ ワーキンググループの座長、副座長及び委員は別紙のとおりとする。ただし、

座長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めることができる。 

   

３ ワーキンググループの庶務は、内閣官房及び厚生労働省において処理する。 

 

４ 前各項に定めるもののほか、ワーキンググループの運営に関する事項その

他必要な事項は座長が定める。 
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大都市の歓楽街における感染拡大防止対策ワーキンググループ 

 

 

（有識者） 

座 長 今村 顕史   東京都立駒込病院感染症センター長、感染症科部長 

副座長 押谷  仁    東北大学大学院医学系研究科微生物学分野教授 

委 員 磯部  哲    慶應義塾大学法科大学院教授 

大曲 貴夫    国立国際医療研究センター国際感染症センター長 

砂川 富正    国立感染症研究所感染症疫学センター第二室室長 

徳原   真    国立国際医療研究センター理事長特任補佐 

前田 秀雄    東京都北区保健所長 

       山岸 良匡    筑波大学医学医療系教授 

（五十音順） 

（事業者） 

保志 雄一     全国社交飲食業生活衛生同業組合連合会専務理事 

渋谷  浩   全国商店街振興組合連合会専務理事 

 

（地方公共団体） 

 三瓶   徹   北海道保健福祉部長 

初宿 和夫   東京都福祉保健局健康危機管理担当局長 

岡本 範重    愛知県感染症対策局長 

藤井 睦子    大阪府健康医療部長 

 飯田 幸生    福岡県保健医療介護部長 

 

菱谷 雅之    札幌市保健福祉局事業管理担当局長 

加賀美秋彦    新宿区健康部参事(新型コロナウイルス感染症対策 

連絡調整担当) 

山田 俊彦    名古屋市健康福祉局長 

新谷 憲一    大阪市健康局長 

中村 卓也    福岡市保健福祉局新型コロナウイルス感染症対策 

担当部長 

  

（別紙） 
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大都市の歓楽街における感染拡大防止対策ワーキンググループ 

検討経緯 

 

 

第１回（９月１５日） 

・ワーキンググループの進め方等 

・各地方公共団体の取組事例 

・大都市の感染状況等 

・早期介入時に行う対策に係る主な検討課題等 

 

第２回（９月２９日） 

・事業者ヒアリング 

・有識者報告 

・検討課題の議論 

 

第３回（１０月１３日） 

・先般の感染拡大期の自治体の取組等（委員派遣調査） 

・歓楽街における取組効果のデータ分析 

・下水からの新型コロナウイルスの調査 

・今後の対策の方向性 

 

第４回（１０月２７日） 

・歓楽街における取組効果のデータ分析 

・ワーキンググループの取りまとめ 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

資料編 
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大都市の歓楽街に対する迅速な感染拡大防止と中長期的な感染防止
を目的とした提言 

令和２年８月 24 日（月） 
新型コロナウイルス感染症対策分科会 

・大都市の歓楽街（接待を伴う飲食店のある地域）での感染拡大が確認された

際に、周辺地域または全国へ拡大をさせないための早期介入が重要であると考

えられた。

・今後の対策強化に向け、現場で対応を行う保健所等を十分に支援するため、

政府のリーダーシップのもと、タスクフォース的な組織を早急に設置し、自治

体や関連業界と連携した対応が必要である。具体的には以下のような取り組み

を検討していただきたい。

１. 関連する業界・地域の関係者（従業員、お客等）が検査を迅速に受けられ

る体制を構築する。また、検査後の調査・入院等の一連の業務、施設の確保、陽

性者のフォローアップ等への支援も同時に必要である。その際、民間等の協力を

得たり、手続きの簡素化を図るなど通常の制度の枠を超えた柔軟な体制を構築

することもありえる。

２. 当該関連業界・地域の設置者や従業員等と感染状況の実態を把握できる信

頼関係を最大限に構築・維持しつつ、実態に即した感染対策の支援をおこなう。

例：現場における感染対策のアドバイス、従業員の感染対策研修等の支援、接触

確認アプリ等の活用、下水サーベイランスなど

３. このような機動的な支援枠組みは、効果があった場合には、歓楽街に限ら

ず、大規模流行に発展しうる全国の同様のリスクのある環境や場面にも迅速な

支援を行うことができる仕組みを検討すること。
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委員派遣調査の結果について（報告） 
 

１．概 要  

〇 令和２年６月下旬以降の感染拡大への対応においては、各地域の関係者が、その実

情・実態に応じ、様々な創意工夫を行いながら対応に携わった。 

 

〇 今後、歓楽街における感染防止対策を検討するに当たっては、まずはこれらの経験を

把握・分析することが重要であり、「大都市の歓楽街における感染防止対策ワーキンググ

ループの進め方について」（令和２年９月１１日今村座長提出資料）においても、 

・ 自治体の先行事例の効果や課題（特に、ＰＣＲ検査等の実施状況や保健所体制）に係

る徹底した検証を行う 

・ 地域における感染拡大防止に関する取組や、そこで働く方々の意識など、地域の実

情・実態を十分に把握した上で、有効な取組方策とそれへの効果的な支援策を検討する 

等とされている。 

 

〇 このため、大都市の歓楽街における感染防止対策ＷＧにおいては、地方公共団体、有

識者、事業者等に対するヒアリングやアンケート調査の実施に加え、先進的な取組が行

われた地域に直接委員等を派遣し、先般の感染拡大への対応に携わった関係者からヒア

リングを実施した。 

 

 沖縄県・那覇市 東京都・新宿区 

派遣者 ・押谷ＷＧ副座長、砂川ＷＧ委員（太

田先生、小林先生も参加） 

・西村大臣、事務局（内閣官房、厚労

省） 

・今村ＷＧ座長、前田ＷＧ委員、砂

川ＷＧ委員、武藤分科会構成員（有

馬先生、太田先生、小林先生、田中

先生、奈良先生も参加） 

・事務局（内閣官房、厚労省） 

日程 ９月３０日（水）～１０月１日（木） １０月２日（金）、１０月６日（火） 

ヒアリング先 ・沖縄県庁 

・那覇市役所・那覇市保健所 

・現地有識者（高山先生、田名先生） 

・沖縄県衛生環境研究所 

・ウェルネス西崎病院 

・歓楽街関係者（※） 

・東京都庁 

・新宿区役所・新宿区保健所 

・新宿区保健所戸山分室 

・東京都保健支援センター 

・東京都南新宿検査・相談室 

主なテーマ ①PCR検査等の実施など保健所機能や

医療提供体制の実情と課題 

②看護師等の広域的な人的支援の成

果と課題 

③国から沖縄県庁に派遣された支援

人材が果たした役割 

④事業者・従業員等との信頼関係構

築や情報共有の方策 

⑤歓楽街における通常時から感染が

拡大しにくい環境づくり  

①PCR検査等の実施など保健所機能や

医療提供体制の実情と課題 

②国や都による保健所支援の成果と

課題 

③事業者・従業員等との信頼関係構

築や情報共有の方策 

④歓楽街における通常時から感染が

拡大しにくい環境づくり 

    

資料６ 
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２．沖縄における調査結果の報告  

 

本年６月下旬以降の状況と取組 

 

〇感染状況 

 ・８月１日以降、人口当たり新規陽性者数が全国最多に。特に８月７日（100人）、９

日（156人）、14日（105人）には 100人以上の新規陽性者が発生。 

 ・７月下旬は那覇市松山地区の接待を伴う飲食店等で感染拡大が見られたが、８月中

旬には病院や施設でもクラスターが発生（かんな病院、ウェルネス西崎病院等）。 

 

〇検査体制 

  ・８月１日、２日に松山地区で集団ＰＣＲ検査を実施。検査件数 2,078件（うち陽性

者 86名、陽性率 4.1%）。 

  ・現在の検査能力は、沖縄県は 680件/日程度、那覇市は 200件/日程度。若狭バース

では週に３回（月水金）検査を継続。検査場の増設等により検査体制を更に強化す

る予定。 

 

〇医療提供体制 

 ・病床については、８月上旬に約 200床が稼働していたが、感染の拡大に伴いひっ迫

（8月 11日には病床稼働率が 107.5%に）。８月 11日に病院長会議に知事が出席し、

病床の確保を呼びかけ。８月 13日には病床数を 425床まで引き上げることを表明。 

・宿泊療養施設については、８月３日時点で 60室を確保していたが、感染の拡大に伴

い拡充し、８月 12日には計 340室を使用可能とした。 

 

〇人的支援の受け入れ 

 ・看護師について、全国知事会から 34名、自衛隊から 15名、ＮＰＯ法人ジャパンハ

ートから４名、沖縄県看護協会から 10名を派遣。 

 ・保健所を支援するため、厚労省より、県外学会員 22名、地元大学教員４名を派遣。 

 ・厚労省から沖縄県コロナ対策本部に、地域支援班 11名、クラスター対策班７名、Ｄ

ＭＡＴ事務局６名を派遣。 

 

 〇独自の緊急事態宣言（8/1～9/5） 

  ・特措法 24条 9項に基づき、不要不急の外出自粛、那覇市松山地域の接待・接触を伴

う遊興施設等の休業（8/1～15）、那覇市内の飲食店の営業時間短縮（8/1～15）、宮

古島市平良西里・下里地域、石垣市美崎町の接待・接触を伴う遊興施設等の休業

（8/7～20）等を要請。 
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２－１．沖縄県庁  

日時  令和２年９月 30日 9:30～11:45 

出席者 ヒアリング対象：糸数保健衛生統括監、仲宗根南部保健所長ほか 

委員等：押谷副座長、砂川委員、太田先生、小林先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【感染状況について】 

・5/1～7/7 まで新規陽性者ゼロが続いていたが、７月下旬から感染者が急増。県

外から持ち込まれたウイルスが、夜の繁華街において拡散され、沖縄県特有の活発

な世代間交流を通じて短期間に拡大し、病院や施設における集団感染に至った。 

・松山地区では、観光客を接客したキャバクラ嬢の感染が７月 20日に判明後、四

連休に短期集中的にクラスターが発生。 

・離島でも感染が生じ、空路で搬送したこともあった。 

・ＤＭＡＴによるクラスター対策や、独自の緊急事態宣言による行動自粛の要請等

により、最近は感染状況が落ち着いてきており、依然として２桁の新規陽性者が出

ていることは注視する必要があるものの、全体としては改善傾向。本島ではある程

度はコロナと共存せざるを得ないと思っている。 

 

【保健所機能について】 

・感染拡大期には保健所の検査機能がひっ迫し、疫学調査対象を重点化（無症状者

は検査せず）。 

・保健所の負担軽減のため、入院調整は４月から県の本部で一括して実施。 

・厚労省により、保健所への人的支援が実施され、県外学会員 22名（医師２名、

薬剤師１名、保健師 12名、看護師１名、管理栄養士２名、疫学その他４名）（8/20

～9/3）、地元大学教員４名（医師１名、保健師３名）（8/15～9/3）が保健所等に派

遣（非常勤の厚労省職員）。 

・様々なサポートはしたが、それでも保健所には相当負荷がかかっていた。まん延

期など流行状況に応じた方法を提示していただくことで積極的疫学調査の負担を軽

減してほしい。また、入院勧告・就業制限に関する事務（診査会手続き・文書通

知・本人への説明等）も相当な負担。 

・南部保健所では、医療機関の業務がひっ迫したため、保健所の駐車場で自前で唾

液検査を実施。医療機関との受診調整の手間が減るとともに、医療機関からも喜ば

れた。 

 

【医療提供体制について】 

・病床が一時期ひっ迫（病床占有率：31.9%（7/26）→61.8%（8/1）→89.9%

（8/9）→107.5%（8/11））。 

・病床については、病院長会議に知事が出席し、425 床確保（8/10） 

・宿泊療養施設も拡充（60室（7/30 前倒し稼働）→310 室（8/4）→340 室

（8/12）） 

・自宅療養も導入し、自宅療養健康管理センターにより支援。 

 

【看護師確保について】 

・全国知事会から 15県 34名（8/19～9/18）、自衛隊から 15名（8/18～8/31）、Ｎ

ＰＯ法人ジャパンハートから４名（8/15～8/31）、沖縄県看護協会から 10名（8/19

～8/30）の看護師派遣を受け入れ、クラスター発生施設や重点医療機関を支援。 

・受け入れ調整のため、看護職確保調整チームを組織。断続的に看護師が派遣さ

れ、それぞれに勤務条件（レッドゾーン勤務の可否、夜勤の可否等）が異なるた

32



 

 

め、調整が大変だった。厚労省から受援経験のある看護専門官の派遣を受けたこと

によりかなり助かった。 

・感染管理看護師（ＩＣＮ）は県内でも育成してきたが、県の本部との連携が課

題。現在、県内のＩＣＮを登録させるなど、地元人材の活用を進めている。 

・今回、療養型の病床（看護体制２０：１）で院内感染が発生したが、コロナ患者

に対応するためには、４：１くらいの体制を組まないとかなり厳しいと感じた。 

・知事会経由で派遣された看護師の給与について、現在協定書を作成中。契約や負

担の考え方は日本全体で整理してほしい。（厚労省より、保健所等が行う積極的疫

学調査などのために必要な保健師などの専門家の派遣費用については、包括支援交

付金の交付対象経費である。請求は災害と異なり派遣元が国に請求することにな

る。近々、通知を発出すると説明。）受援側としては、事務手続きが不要となり非

常にありがたい。 

 

【国から県への人的支援について】 

・厚生労働省から、地域支援班 11名（8/8～9/3）（※１）、クラスター対策班７名

（8/9～8/27）（※２）、ＤＭＡＴ事務局から６名（8/9～9/8）（厚労省参与の発令を

受けて地域支援班として活動）（※２）を受け入れ、沖縄県コロナ対策本部に配

置。 

 ※１：本部組織運営及び他組織連携支援、病床確保、看護職派遣、保健所・保健

師の体制充実、検査体制の企画、ＨＥＲ－ＳＹＳの導入等の支援 

※２：医療機関・福祉施設での感染発生覚知、感染が発生した全医療機関・福祉

施設の情報共有、県内地域ごとの感染専門家支援の調整等 

 

【独自の緊急事態宣言について】 

・7/31に県独自の緊急事態宣言を発出（不要不急の外出自粛、松山地域の接待・

接触を伴う遊興施設等の休業（8/1～15）、那覇市内の飲食店の営業時間短縮（8/1

～15）、宮古島市平良西里・下里地域、石垣市美崎町の接待・接触を伴う遊興施設

等の休業（8/7～20）を要請）。 

※8/1～15を期間として発出後、8/29 まで延長し、さらに 9/5まで延長。 

・対象エリアについては、松山地区で感染が大きく広がっており、その周辺にも広

がりつつあったため、休業要請は松山地区、営業時間短縮要請は那覇市内全体とし

た。対象業種については、県警と相談し、風営法に基づいて限定。 

・休業要請は約 35％、営業時間短縮要請は約 70％の店が協力金を申請しており、

これらの店は要請に従ってくれたと考えている。 

・県警も本部会議に参加し、パトロールを増やすなど協力してくれた。 

・観光業界からの評判は悪かった。今後行うのであれば、できる限り地域を限定し

た取組としたい。 

 

【その他】 

・感染者が出た市町村が地元の事業者組合に情報提供し、組合がチラシ配りをする

など感染防止対策を推進した例があり、地域の主体的な取組とも連携したい。 

・患者の搬送の際、運転手の確保に苦労した。 

・沖縄県では、県外からの流入を防いでほしい、空港で検査してほしいという声が

強く、何らかの水際対策を行いたいと思っているが、法的根拠がなく検査を強制で

きない。 
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２－２．那覇市役所・那覇市保健所  

日時  令和２年９月 30日 13:00～15:15 

出席者 ヒアリング対象：仲宗根那覇市保健所長ほか 

委員等：押谷副座長、砂川委員、太田先生、小林先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【集団ＰＣＲ検査について】 

・7月下旬に新規陽性者が急増し、特に松山地区の事業所利用との関連が疑われる

事例が相次いだため、那覇市長の判断により集団検査の実施を決定。 

・那覇港大型旅客船バース（若狭バース）にて 8/1（土）及び 8/2（日）の 10時～

16時に実施予定だったが、想定以上の人数が訪れ検査資材が不足したため 15 時ま

でには閉鎖。 

・当初はホストとキャバクラ嬢 800名程度を想定。実際には、それ以外の方を含む

多数の受診者が会場に殺到し、2,000 人以上を対象に検査を実施。対象を絞り込む

ことが望ましいが、歓楽街には多種多様な業種があり、難しい。 

・那覇市の予算により、検体採取及び検体採取センターの運営を那覇市医師会へ、

ＰＣＲ検査を（株）ＡＶＳＳ及び（株）ＳＲＬへ委託して実施。医師会のほか、臨

床検査技師会や高山医師、横山医師（県立中部病院）、新屋医師（中部徳洲会病

院）、當山医師（南部医療センター）も協力。金武町の米軍基地周辺の飲食店で検

査を実施した際も医師会と高山医師らが協力しており、ノウハウがあった。 

・周知に当たっては、那覇警察署の巡回等の協力を得ながら、那覇市職員約６０名

が対象地区の飲食店を回り、集団検査実施の案内を配布。本来であれば、事前に信

頼関係を構築し、対象となる事業所へスムーズに周知できるよう情報共有システム

を事前に構築しておくことが望ましい。 

・2,078名を検査し陽性者 86名（陽性率 4.1%）。陽性者の約４割が無症状であり、

感染拡大防止の一助となったと認識。 

・有症状の方は検査結果が出るまで自宅待機するよう伝えていたが、実際には一定

期間、連絡がとれなくなってしまう方もいた。 

・単発ではなく定期的に行うためには、財源と人員が課題。自治体単独では財源確

保が困難であり、また、検査実施に向けた事務処理は多くのマンパワーを要する。 

 

【松山地区の感染状況について】 

・４～５月には歓楽街での感染拡大が目立たず、盲点となっていた。 

・観光客向けのキャバクラが端緒になり、アフターで利用される店を通じて松山地

区全体に広がったと思われる。 

・松山地区で大規模なＰＣＲ検査を実施した上で、休業要請・営業時間短縮要請を

実施したことにより、感染の封じ込めに成功したと認識。 

・休業要請に実効性を持たせるためには、強制力と補償がセットで必要。 

・最近は居酒屋からの報告が多く、歓楽街からは報告されていないが、本当に感染

者が出ていないとの確信はなく不安。県が先日、クラスターが発生したホストクラ

ブの店名を公表したこともあり、松山地区の方々が、不利益を恐れて申し出を躊躇

っているのではないかと懸念している。 

 

【松山地区の方々との関係構築について】 

・今回の松山地区の集団ＰＣＲ検査の陽性率が予想より低く、リスクが高い業種の

方々が検査を受けていない可能性がある。通常時からのコミュニケーションや、ス

ティグマの解消、歓楽街の事業所と結びつきの強い観光部局や商工部局等との連携

が重要。また、外国人対応のための多言語でのコミュニケーションも必要。 
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・ショーパブ等で働き、集団生活をする外国人（フィリピン人等）にも広がってお

り、日本語が話せない方もいる。彼らを医療と繋ぐことが重要。 

・同性愛者のコミュニティセンターは４～５月に閉じてしまった。性的マイノリテ

ィから感染者が多く出ている状況にはないが、そのようなコミュニティにもアプロ

ーチしていくことが課題。 

・沖縄はシングルマザーが多く、なかなか行政と繋がってくれない。 

・リスクが見えないとリスクマネジメントが成り立たない。夜の街にどのようにア

プローチすれば検査に協力が得られるのか、お知恵をお借りしたい。 

 

【県・市・保健所の役割分担について】 

・沖縄県とは、積極的疫学調査についてはうまく連携できたが、それ以外の部署に

ついては、何をやっているか見えない。また、市の本部と保健所との連携も課題。 

・夜の街対策については県・市・保健所のどの部署が対応するか定まっておらず、

お見合いになった。歓楽街の事業所と結びつきの強い観光部局や商工部局等との連

携も重要。従前の業務の延長にはなく、平時から体制を考えていくことが必要。 

・県保健所と違い、保健所設置市は、本来の保健所業務に加え、市町村業務が加わ

るため、感染が拡大すると業務が非常にひっ迫。 

・観光部局や商工部局は、事業者組合と連携しガイドラインの周知、ステッカー配

布等を実施。沖縄は観光地であり感染を防止しながら経済活動をしてもらいたい。 

 

【保健所機能の確保について】 

・那覇市では、市長通達により、本年度末までの事業を一部休止した上で、保健所

への派遣職員を各部局から派遣し、保健所を支援した。 

・支援を受けても保健所の体制はかなりひっ迫した。日本一の激震地となり死ぬ思

いをした。我々も受援体制を整えるので即応性のある応援体制を構築してほしい。 

・看護協会・看護大学からの派遣者は受診調整、電話相談に対応。健保協会や厚労

省からの派遣者には疫学調査を依頼。新宿の経験者は即戦力だったので次回も経験

者を派遣してほしい。 

・クラスター対策などの専門性を持つ人材は地方では限られているので特にありが

たい。専門人材をネットワーク化し、県内の必要な箇所に回す仕組みが必要。 

・今回、県内の他の自治体からの支援が得られなかった。厚労省からの派遣は遅か

ったが、受援の経験を積めたので、今後のためにはよかったと思う。今回は手探り

で受け入れたが、通常時から、受援側の体制づくりが必要。 

・コロナ対応に必要な人数の基準がないので、小出しにしか送られてこない。基準

があれば、十分な人数の支援が受けられるのではないか。 

・感染性が認められないほどウイルス量の少ない方を陽性者として検知し対応する

必要はないと考えており、そのような方針を国に示してほしい。検査に当たって

は、保健所の業務を増やしすぎないことに留意すべき。また、陽性者への措置（入

院、宿泊療養、自宅療養）の全国統一の考え方を示してほしい。 

 

【その他】 

・那覇市の現在のＰＣＲ検査能力は 200件／日程度。若狭バースでも週に３回（月

水金）検査を継続している。検査場の増設等により検査体制を更に強化する予定。 

・県外からの来訪者への水際対策は県も努力しているが、拒否されるとどうしよう

もないので、強制力をもって検査できる仕組みを整えてほしい。 

・病院は治療・検査負担が増加しているのに経営難。財政面を中心に支援が必要。 

35



 

 

２－３．現地有識者  

日時  令和２年９月 30日 16:00～17:30 

出席者 ヒアリング対象：高山医師（県立中部病院感染症内科・地域ケア科副部長）、田

名医師（沖縄県医師会常任理事・那覇市医師会常任理事） 

委員等：西村大臣、押谷副座長、砂川委員、太田先生、小林先生、内閣官房、厚

労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【集団ＰＣＲ検査の背景・経緯について】 

・７月下旬、ＧｏＴｏ事業も開始され、沖縄でも感染が拡大するのではないかと警

戒感を持っていた。7/4の独立記念日に米兵がどんちゃん騒ぎしたことに危機感を

持ち、基地周辺の北谷及び金武で集団検査を実施したが陽性者は出なかった。 

・那覇市松山地区については、７月中旬頃、東京のホストクラブやキャバクラの

方々が多数、同地区で訪れた店舗において、クラスターが発生したとの報告を受け

ている。さらに７月末にかけて、複数店舗で感染者が判明したことから、既に松山

地区を中心に感染が広がっているおそれがあると考え、高山医師、医師会らが、集

団検査を実施すべきと那覇市に提案。7/29、那覇市長、沖縄県担当課長、沖縄県医

師会、那覇市医師会の緊急会談により、那覇市が 8/1,8/2 に集団検査を行うととも

に、沖縄県があわせて休業要請を行うことに決定。 

・検査の実施時期については、土日しか医師会が対応できず、直近の土日は基地周

辺の検査に対応していたため、このタイミングとなった。もう１週間早く実施した

らより効果的に封じ込められたとの反省はある一方、このタイミングでなければ、

関係者が共通認識を持って対応に踏み出すことは困難。 

・委託されて運営主体となった那覇市医師会には、北谷と金武での集団検査の経験

に基づくノウハウがあった。駐車場で車を止めてもらい、身分証を確認の上、問診

で症状や背景情報を確認し、その後検査を実施。検体は、臨床検査技師会の協力に

より搬送。 

・周知のため、那覇市が課長級以上の職員を動員し、接待を伴う飲食店にチラシを

配布。これがメディアに報道されて情報が広がった。また、医師会から、沖縄県社

交飲食業生活衛生同業組合の鈴木会長、那覇中央社交飲食業協会の伊波会長といっ

たキーパーソンに依頼し、松山地区の幅広い店に周知。結果、当初想定していた

800名を大きく越える 2,000名以上が検査を希望し、お断りする事態に。 

・埠頭で人目に付きにくい場所であるため、車さえ確保できれば、周囲に知られず

に検査を受けることが可能。封じ込めのために検査することが浸透しており、多く

の方がかなり積極的に検査を受けてくれた。他方、陽性となった場合に生活が成り

立たなくなるシングルマザーや、埠頭までの交通手段を持たない方々など、検査を

受けてくれなかった層もいると認識。陽性率が低かったことから、真にリスクの高

い層が検査を受けていない可能性がある。 

 

【集団ＰＣＲ検査の結果について】 

・検査を受けた約 2,000名の多くが接待を伴う飲食店の方。周辺の飲食店からも来

たが、他の地域住民は多くない。 

・陽性者は男性 52名、女性 34 名。ホストとキャバクラ嬢を比べると、接待の内

容、警戒感の強さの違いにより、ホストの方がリスクが高いと考えられる。 

・男性は 20～40代、女性は 20代が多く、性感染症に似た感染パターン。 

・陽性者の６割は有症状、４割は無症状。歓楽街従業員で症状があったらすぐ検査

を受けてもらうことが重要。 
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・多くの店舗に散らばって感染者が確認されており、休業要請がもう少し遅れたら

松山地区全体に感染が急速に拡大した可能性がある。 

 

【休業要請について】 

・集団ＰＣＲ検査の結果 86 名の陽性者が判明したことには、休業要請を受け入れ

るには十分なインパクトがあった。 

・陽性者が出ているかどうかに関わらず、地域と業種に着目して要請を実施。 

・沖縄県は人と人の結びつきが強く、行政と事業者の意思疎通がうまくできた。松

山地区の方々との間でも、医療者との信頼関係や人間関係を築くことができた。 

・要請終了後ではあるが、休業要請に従わなかった店舗でクラスターが発生したと

きは店名公表に踏み切った。 

 

【医療提供体制について】 

・７月下旬以降、医療提供体制がかなりひっ迫した。沖縄では、元々急性期病床の

稼働率が高く余裕がないという事情がある。病床確保のためには、地域内の病院間

連携が必要。患者数が落ち着いたので解消しているだけで、問題の構造は変わって

おらず、再び感染者が増加したらまたひっ迫する可能性。 

・重症者用病床もかなりひっ迫した。ＥＣＭＯは足りないほどではなかった。 

・宿泊療養施設も重要。東横インを６月に一度手放したとき、専門家としては、夏

の感染拡大の可能性をもっと注意喚起すべきだった。一方、感染症の宿泊療養施設

であり続けることは、ホテルの従業員の心労となることも理解できる。 

・より早く検査体制を強化し、より早く感染拡大を探知し、より早く警戒を強めて

医療提供体制を整備しておけば、ここまでひっ迫することはなかった。7/25 に初

めて 2.5名/10万人を越えたが、例えば、このタイミングで県民への自粛要請や病

院への病床確保の呼びかけに踏み出していれば、結果は違ったのではないかと思

う。 

・県外からの看護師派遣は大変ありがたかった。 

 

【その他】 

・市中感染が拡大する前であれば、今回のような集団ＰＣＲ検査が有効。一方、感

染状況が大きく広がった後は、検査よりも行動自粛により封じ込める方が有効。こ

の切り替えについてコンセンサスを得ることが困難。 

・検査を受けたいという要望が一時期診療所に殺到。歓楽街の方々へのアプローチ

として、歓楽街から近いところに医療拠点を作ることが有効ではないか。 

・施設等で感染の報告が発生した場合、感染症対応のプロを派遣し、集団検査を迅

速に実施できる体制を組むことを検討している。検体の現地採取は高度な技術が必

要。 

・定期的に検査を実施することもあり得るのではないか。最優先は高齢者施設だ

が、接待を伴う飲食店で行うことも考えられる。 

・感染症への対応は、貧困等の問題とも繋がっており、キャバクラ嬢を支援するＮ

ＰＯと連携するなど、福祉の目線も持つべき。軽症・無症状で宿泊療養施設に入っ

ているような方については、支援と結びつける絶好のチャンスと考えることもでき

る。 
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２－４．沖縄県衛生環境研究所  

日時  令和２年 10月 1日 10:00～11:30 

出席者 ヒアリング対象：国吉沖縄県衛生環境研究所長ほか 

委員等：押谷副座長、砂川委員、太田先生、小林先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【沖縄県の検査体制について】 

・沖縄県内では、行政検査として９月までに 21,965検体の検査を実施。行政検査

で採取した検体の一部は外部機関での検査に回しているが、約半分の 10,942 検体

は本研究所で検査。 

・本研究所における２月からの１日あたりの検査件数は最大で 318 検体。少ないと

思われるかもしれないが、６、７人で検査を行っており、これ以上増やすとヒュー

マンエラーが起きるおそれがある。自前のスタッフだけではなく、保健所に勤務し

ている本研究所の経験者を呼び寄せるなどしてしのいできた。 

・通常は、検査は１日 240 検体で１日１回（午前中受付、午後検査）としている

が、検体数が検査能力を上回る場合には検査回数を増やしたり、民間会社への委託

を行ったりしている。過去に検体の翌日への持ち越しを行ったのは３日（8/7～

9）。 

・当初は本研究所のみで検査を行っており、検査可能件数は 18 件だったが、３月

には琉球大学、（株）ＳＲＬなどが加わり 160件に、４月には（株）ＡＶＳＳが手

をあげてくれ 280 件に、５月には沖縄科学技術大学院大学（ＯＩＳＴ）が協力を開

始し 316件に、６月には複数の病院（豊見城中央、南部徳州会、八重山病院等）が

検査を始めて 480件にまで拡充した。 

・８月には検査機関だけでなく採取センターも立ち上がり、徐々に検体採取能力も

増えていった。 

・９月時点の検査能力はおよそ 970件。10 月には新たに検査センターが立ち上が

る予定であり、2,900件への拡大を目標としている。 

・沖縄県には、県の保健所５つ（北部・中部・南部・宮古・八重山）と那覇市保健

所があり、現在は、中部・南部保健所の検体を本研究所で、北部・宮古・八重山保

健所の検体をＯＩＳＴで、那覇市保健所の検体をＡＶＳＳで検査している。 

・九州各県では検査協力や検査資材の融通が行われているが、沖縄は地理的な状況

を鑑み、検査員や検査資材の確保や、検体数が検査能力を超えた場合の対応につい

て、今後の流行状況を注視しながら独自で乗り切れるような体制を構築しなければ

ならないと考えている。 

・本研究所が直接検査しない場合でも、検査技師の研修を行うなどして検査の質を

担保している。各病院がどのような試薬・検査機器を使って検査をしているかは把

握していないが、いくつかの検査機関から依頼を受け、導入時に技術的支援を実施

した。 

・検査導入時の研修など基本的なことはやってはいるが、全体として検査のクオリ

ティをどう高めていくかという話はできておらず、必要だと思っている。 

 

【沖縄県衛生環境研究所の調査分析機能について】 

・本研究所は「沖縄 covid-19 update」という日報を保健所職員と医療機関を対象

に発信。３年前の麻疹の流行の時にも関係機関に出していた。関係機関の士気が下

がらないよう情報を共有していきたい。 

・日報のグラフについては、保健所が感染を把握した時点で PDFデータが送付さ

れ、３人でローテーションし２～３時間かけてほぼ毎日作成している。 
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・行政検査についてはデータの分析を行っており、検査数についても把握している

ところ。しかし HER-SYSに入力するようになってはいるが、医療機関で実施する抗

原検査などの保険適用の検査件数については把握が難しく今後の課題。 

・本研究所では、検体の遺伝子解析も国立感染症研究所に依頼しているが、ネット

ワーク図の解釈が難しいこと、患者発生から解析結果が出るまでにタイムラグがあ

ること、すべての患者を網羅できているわけではないことから実際の対策現場に生

かせていない。本研究所ではネットワーク図から沖縄県のみを抽出し、疫学情報を

追加した図を作成し、解説を入れて県庁へ送付している。 

・全国の地方衛生研究所が感染症情報センターの機能を担っていることがあまり知

られていない。 

 

【感染拡大期の状況】 

・通常、感染症検査体制は６名であるところ、４～５月の感染拡大期には所外から

３名の応援要員が派遣された。７～８月の際は対応が長期に渡ることも想定された

ため、所内の担当班以外から１日２名を動員。 

・４～５月は RNA 抽出関連資材や手袋、マスクの確保に苦慮。７～８月は順調に確

保できており、PCR試薬は４万検体分確保。 

・厚労省から綿棒 23,000本、ウイルス輸送培地 13,000 本の配布があり、とても助

かった。今後も定期的に配布があると助かる。 

・陽性者が１日に 100件以上出た時期には、保健所が本研究所データを送る余裕が

なく、直接保健所に出向き情報収集を行った。 

・保健所の手が回らないときには、保健所による感染経路の調査結果を県に情報提

供した。保健所と県の対策本部を仲介、連携していきたい。 

・当初は、本研究所と保健所と県庁の担当課のみで業務を行っていたが、県庁に対

策本部ができて、県の地域保健課や保健所がやる仕事を吸い上げてくれたおかげで

とても助かった。様々な応援要員が来てくれたが、本部が機能していたおかげであ

る。 

・人の確保や資材の確保、検査の種類の増加や全体的な質の担保、休日や突発的な

対応など緊張感をもって業務を行っていた。 
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２－５．ウェルネス西崎病院  

日時  令和２年 10月１日 14:00～15:30 

出席者 ヒアリング対象：安谷屋ウェルネス西崎病院院長、名嘉西崎病院院長（沖縄県慢

性期医療協会会長）ほか 

委員等：砂川委員、太田先生、小林先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【背景・経緯】 

・ウェルネス西崎病院は、医療療養病床を提供する慢性期病院。寝たきりの患者や

高齢の患者も多く、心肺蘇生措置を望まない（No CPR）方もいる。しかし、普段も

下血など急変時は、転院などで積極的に加療する場合もある。今回もかならずしも

コロナ感染症による急変を家族が受け入れているわけではない。 

・8/6に初めて患者が確認され、１８名（入院者１３名（※）、職員５名）の院内

クラスターが発生。8/30に感染病棟で勤務した介護職員 1名が院内感染し、計 19

名。 

※13名中、中等症３名重症６名（うち死亡４名） 

・8/6 夜に沖縄県より、コロナ患者も院外に搬送せず、現地で対応するとの方針が

示された。 

・8/17～9/9の間、看護師の人的支援を受け入れ（平均日勤６名、夜勤２名）。内

訳は、ＮＰＯ法人ジャパンハートから５名（8/17～8/31、のべ 52名）、自衛隊から

５名（8/18～8/31、のべ 70名）、長野県から２名（8/25～9/4、のべ 22名）、兵庫

県から６名（8/28～9/9、のべ 78名：隔離病床レッドゾーン以外での勤務が条

件）、計のべ 232名。このうち、感染病棟で日勤従事された方はのべ 135名（約

58％）、夜勤されたのはのべ 11名（31日までの 11日間、1日 1名（約 5％））。 

 

【マンパワー・勤務環境について】 

・医療従事者の人数が足りず、極めて過酷な勤務状態。医療療養病床は看護師の配

置が２０：１であり、元々看護師の人数が少ない。また、クラスターの発生に伴い

アルバイトナースや当直医師の派遣が止まり、ウェルネス西崎病院で雇用している

医師のみで夜勤を含め対応。これに陽性職員の隔離が加わった結果、医師について

は、２人が２日に一回当直、休日なしで勤務し、看護師・介護士については、高齢

の方が多いにもかかわらず、ともに日勤２名、夜勤１名でコロナ患者１３名、非コ

ロナ患者２８名に対応。濃厚接触者も休ませることができなかった。 

＊8/12、県の指示でコロナ患者 13名だけでなく非コロナ患者 11名もレッドゾーン

内に隔離され、以降最大 24名を夜勤ナース１人で看護。 

・感染症の専門医が不在。看護師も感染症対応に慣れておらず、過酷な勤務環境の

中で使い慣れていない薬剤を用いることに恐怖を覚える者もいた。 

・換気のため冷房を効かすことができず、感染防護のため厚着となるため、院内は

蒸し風呂状態。 

・慢性期病院でコロナ患者に対応することは極めて困難であるが、次回も慢性期病

院で対応することを想定しているのであれば、迅速な人的支援体制の整備や、感染

症の専門医による支援が不可欠。今回の看護師の派遣は、崩壊寸前の状況で助けて

いただきありがたがったが、実現したのは発生から１０日以上経過した後であり、

遅かった。慢性期病院でコロナ患者を診るよう求めるのであれば、必要なスタッフ

の人数を即座に算出し、コロナ対応の専門チームを速やかに派遣してほしい。 

・他病院からの応援の看護師は、感染症対応の経験があり、レッドゾーン勤務や夜

勤もできる方にいらしていただけるとありがたい。応援看護師の中には。雇用元の

方針でレッドゾーンでの勤務を認められない方もいた。 
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【治療方針について】 

・今回の対応は、患者に良質なケアを提供したいとの思いで取り組んでいる医療従

事者にとって非常に大きなストレスであり、家族の納得を得るのも困難。慢性期病

院に入院中に感染したらしっかりとした医療を受けられないのは、在宅の方が感染

したら重点医療機関に入院して手厚い治療が受けられることと比べて不公平であ

り、後ろめたさを感じながら対応に当たった。 

・医療療養病床は診療報酬が包括算定されるため、コロナ患者に対して使用した薬

剤や大量の酸素の算定ができない。コロナ患者受け入れ期間は都道府県が認めれば

重点医療機関となって救急医療管理加算を受けられるとの厚労省の通知があった

が、治療の実施後、一般病床に遡及することが出来ないと九州厚生局からの返事が

あり、今回のコロナ患者受け入れ期間を重点医療機関としての算定は認められなか

った。国としてもともと療養型でコロナ陽性者を診る設定がないのではないか。医

療療養病床への救急医療管理加算の適用や、薬剤・検査の出来高算定が認められる

べき。 

 

【医療物資について】 

・Ｎ９５マスクやベッドサイドモニター等の医療物資が不足した。迅速な物資の支

援が必要。 

・コロナの流入を１００％防ぐことはできないので、予め物資を備蓄しておくこと

も重要。今回は、抗原検査キットを予め確保していたため、初動において極めて不

可欠な入院者・職員の検査を速やかに行うことができた。 

・物資については、必要な品目と必要量を示すよう求められても、経験が乏しい中

で的確に判断することは困難。県においては、専門的知見により標準使用量を決め

ておき、一度提供した上で不足がないか尋ねる、というようなプッシュ型の支援を

行っていただけるとありがたい。 

 

【その他】 

・ウェルネス西崎病院ではコロナ患者を転院させたかったが転院を県に訴えてもで

きなかった。自然経過ではコロナ患者はほとんど中等症以上となり加療に難渋し

た。 

・一般的に医療療養病床では、非コロナ患者を転退院させたくても、在宅・介護施

設では対応が困難な重度の疾患を持つ方が入院しているため、非コロナ患者であっ

ても転退院先の確保が困難。 

・重点医療機関の転院先の確保のため、通常時から医療連携体制を構築していきた

い。 

・ゾーニングについて、人的支援の前提として完成を求められたが、知見がなく苦

労した。県において、専門家の力を借りてゾーニングを事前に検討しておいていた

だけるとありがたい。ゾーニングを検討した上で、隔離しながら対応することが困

難な中等症以上のコロナ患者については、県に転院調整を行っていただきたい。今

回はゾーニングが広く厳しくコロナ患者だけでなく非コロナ患者や水回りエレベー

ターまで県により隔離された、その他の非コロナ患者は、入浴もリハビリもでき

ず、患者、医療従事者ともに非常に大きなストレスを感じた。 

・県の本部における議論を傍聴しているが、慢性期医療の実情があまり理解されて

いないと感じることがある。県としっかりコミュニケーションを取りながら、冬に

備えていきたい。 
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２－６．接待を伴う飲食店代表  

日時  令和２年９月 30日 18:00～20:00 

出席者 ヒアリング対象：那覇市松山地区における接待を伴う飲食店 2店舗 

委員等：押谷副座長、砂川委員、太田先生、小林先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【概要】 

今回、標記委員派遣調査に際して、沖縄県飲食業生活衛生同業組合理事長、那覇中

央社交飲食業協会会長の協力のもと，9 月 30 日に那覇市松山地区の接待を伴う飲食店

2 店舗を訪問し、代表 2 名にインタビューを実施した。1 店舗は主に観光客や出張客が多

く訪れるキャバクラであり、もう 1 店舗は地域住民や出張客が訪れるスナックであった。 

 

1 店舗目 

【店舗概要および感染状況について】 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行前は、常時キャスト 25 名（＋男性スタッフ

12 名）が稼働（1 日の平均キャスト数は 15 名程度）し、30 組程度の客（観光客および出

張）が訪れていたキャバクラである。現在は常時出勤キャストが 7 名、客は 10 組程度訪

れている。客席は 9 テーブル（1 テーブルは個室）あり。7 月下旬にキャストの 1 人に

COVID-19 患者が発生し、直後の接触者調査で、さらにキャスト 2 名、男性スタッフ 3 名

の COVCID-19 患者が発生した．  

【感染対策強化について】 

店舗の感染症対策強化は 3 月末頃から実施しており、スタッフのマウスシールド着用、

スタッフの体温測定等の体調管理および有症時の出勤自粛、客席への手指消毒薬の配

置、換気の強化、客の入店時の体温測定・手指消毒、イベントの自粛等を実施していた。

なお 4 月になり、グループ店舗 1 店舗との共同営業となっていた。また、8 月 1 日～15 日

まで実施された那覇市松山地区の店舗営業自粛にも協力をしていた。店舗外では、マン

スリーマンションを借り上げた寮を有しているが、現在は男性スタッフが一人一部屋ずつ

利用し、共同生活はない。一方でキャストの一部はシェアハウスを利用している者もいる

とのことであるが、同居者等の詳細は不明である。アフターについては、特に中止はして

いないが、周囲店舗の深夜帯の営業がなくなっていたため自然となくなっていた。現在の

営業時間は客が少ないためやむを得ず短くなっているが、特に短縮等は行っていない。 

【感染リスクと思われる状況について】 

店舗内で感染者が発生した頃は、7 月に入り観光客の客足が戻り、中旬以降は団体客

も多くなっていたとのことであり、県外からのウイルス持ち込みの機会は増加していた印

象であった。また店内で感染伝播が起こり得るリスクとしては、キャストに対してマスクで

はなくマウスシールドを着用させていたこと、手指消毒や環境消毒には濃度の担保された

アルコール製剤やベンザルコニウム製剤を使用していなかったこと、店内での手指消毒

のタイミングが徹底されていないこと、客へのマスク着用の徹底をお願いできていなかっ

たこと、控室（3 畳程度）でスタッフが密となること、スタッフ送迎の際にはマスク着用・換気

の実施が不十分だった可能性が挙げられた。 

【その他要望等】 

キャストにはシングルマザーも多く、家族へ感染を拡げたくないとのことから、勤務を自

粛している者も多い。スタッフが不安な際にいつでも PCR 検査等を受けられる体制整備、

夜間保育も閉園しており、キャストの一部は勤務を自粛せざるを得ない状況であることか

ら、収入の保障や安心して勤務を続けられる体制整備をして欲しい。 
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2 店舗目 

【店舗概要および感染状況について】 

COVID-19 流行前はスタッフ 2 名（この他、客の入りに応じて都度数名のスタッフを招

聘する様子）、10 組程度の客（一見お断り、地元客および出張客中心）が訪れていたスナ

ックである。現在は 2 名のスタッフで 1 組程度の客が訪れている。客席は 4 テーブルおよ

びカウンター6 席あり、当該店舗から COVID-19 患者の発生はない。 

【感染対策強化について】 

店舗の感染対策強化は 3 月末から始めており、スタッフはフェイスシールド（8 月 15 日

以降、それまではマウスシールドを使用）を着用、カウンター席を 6 から 4 席に縮小、入り

口扉および窓は常時解放し換気を実施、マイクはカラオケ使用ごとにカバーを交換し消毒

を実施、スタッフは出勤時の体温測定・体調申告、客は入店時の体温測定・手指消毒を

実施していた． 

【感染リスクと思われる状況について】 

店舗で COVID-19 患者の発生はないが、一見さんはお断りという点で、不特定多数の

客を対応する店舗と比較し、ウイルスの侵入のリスクは低い印象であるが、地元客だけで

なく、本土からの出張客の利用も多い。店舗内での感染伝播リスクがあると考えられる点

としては、様々な濃度不明、有効成分不明な消毒薬を使用していること、マスクではなくフ

ェイスシールドを使用していること、客についてマスク着用のお願いができていないこと，

店舗内での手指消毒のタイミング徹底できていないこと（トイレ利用後等）等が考えられ

た。 

【その他要望等】 

感染対策については正しい手指消毒薬がよくわからず（「99.9％除菌」と書いてあるも

のを目安に選んでいるとのこと）困っている。 

 

【まとめ】 

2 店舗については、感染対策を 3 月末より開始し、状況が変わるごとに強化を行ってい

た。一方、共通する感染対策の問題としては、スタッフと客ともにマスクの着用ができてい

ない、正しい消毒薬の使用ができていない、正しい感染症対策についての情報にアクセ

スが出来ておらず（那覇市や沖縄県飲食業生活衛生同業組合等の作成したチェックリス

ト含む）、伝え聞いた情報をその都度、不確実なままで実施している印象であった。 
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２－７．接待を伴う飲食店等の組合代表  

日時  令和２年 10月 1日 16:00～17:00 

出席者 ヒアリング対象：沖縄県飲食業生活衛生同業組合理事長 鈴木洋一様 

那覇中央社交飲食業協会会長 伊波興治様 

委員等：砂川委員、太田先生、小林先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【概要】 

今回、標記委員派遣調査に際して、沖縄での接待を伴う飲食店の実情、沖縄県、那覇

市で行った集団 PCR 検査への対応について、10 月 1 日に沖縄県飲食業生活衛生同業

組合理事長、那覇中央社交飲食業協会会長にインタビューを行った。 

 

【那覇市松山地区での新型コロナウイルス感染症の探知について】 

2020 年 7 月 23 日から 26 日の連休に松山には多くの人が訪れ、新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）に感染するリスクが高い状態であったとの認識を、松山地区の関係

者は持っていた。また、事前に沖縄県外からホストクラブ従業員が団体で来訪し、松山地

区を訪れるという情報があり、松山地区への COVID-19 の持ち込みが懸念されていた。

連休中にも現場からの情報が社交飲食業協会に伝わってきたことから、確認の上で行政

とも情報共有を行っていた。また、事前に COVID-19 に関しての相談窓口を設けていた

が、実際に感染したという内容の相談は寄せられなかったとのことであった。一方で、松

山地区で最初にクラスターが発生した店舗は自主的にクラスター発生を公表し、休業を行

っていた。 

 

【松山地区での集団検査に対する組合、協会の活動について】 

7 月中に米軍基地での COVID-19 発生の関連で、北谷町、金武町で集団検査を行っ

ていた。これらの集団検査では、店舗への周知を現地の飲食業組合が行っており、この

時の経験が松山での集団検査にも活かせた。 

今回の集団検査では前項の通り、松山地区の店舗経由で感染リスクが高まっているこ

とを察知し、飲食業組合、社交飲食業協会から行政に連絡を行っていた。沖縄県も北谷、

金武の経験から集団検査の手配を迅速に行うことができ、飲食業組合、社交飲食業協会

と行政の会合が開かれて 2 日後に松山地区の接待を伴う飲食店に周知を行い、4 日後

には検査を行うことができた。事業者と行政の双方が集団検査に対して積極的に動き、ま

た事前に準備ができていたという認識であった。もともと 800 件程度の受検を想定してい

たが、松山地区の住人や、接待を伴う飲食店ではない店舗従業員からも反応が多く得ら

れ、また松山地区以外でも陽性者がでていたことから、周辺地域の接待を伴う飲食店従

業員からの検査希望者もいた。2 日間で 2000 件の検査を行ったが、前述の方々も含め、

検査希望者は相当数いたと思われた。沖縄のキャバクラではシングルマザーや親と同居

しているキャストが多くおり、彼女たちが家族に感染を拡げたくないという意識から積極的

に検査を受けたことが大きかった。 

検査に合わせて県が接待を伴う飲食業店舗に対して 2 週間の休業要請をしたことも封

じ込めに大きな意義があった。松山全体に休業要請を掛け、実際に休業した店舗数は不

明であるが、半分以上が休業をしていた印象。地区全体を休業させたことで PCR 陽性に

伴う休業かどうかが分からなくなり、個別の店舗への風評被害を防げた。休業要請につ

いて、当初は行政から 20 時までの営業を提案されたが、現場との調整の上 22 時までと

なった。このような調整も飲食業組合、社交飲食業協会が担った。 

今後も PCR 検査については地区を絞って定期的に行ってほしいとの希望があった。た

だし、コストや手間の面もあり、どのように対象者を絞っていくのかが課題。 
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【飲食店に対する支援について】 

北谷町での集団検査を行った際、飲食店に対しての風評被害があり、問題となってい

た。北谷で米軍関係者をホテル待機させていたが、これはアメリカ本土から基地に入る前

に検疫、停留として利用していた。これが報道では陽性者の療養場所のようにとられてし

まい、間違った認識が広がってしまった。また、北谷町には接待を伴う飲食店は存在しな

いが、一部報道機関は北谷での検査などについて「夜の街」という表現を使っており、同

様に風評被害の一因となった。 

  松山と隣接する若狭などでは休業要請に伴う協力金に 10 万円の差が出てしまい、現

場でも問題になった。松山地区のみ休業要請で、その他の地域は時短営業要請であった

ことから、松山近隣地区は要請内容や支援額が松山地区と異なることに疑問が上がっ

た。一方で那覇市内の松山から離れた地域では時短営業への抵抗感が見られた。 

 また、特にキャバクラではシングルマザーのキャストが少なからずおり、経済的に厳しい

状態が続いている。社交飲食業協会では彼女らに対して育児用品などの物品の提供を

行っていたが、公的な支援は乏しい。商工会には支援の枠組みが存在しているためか、

昼に営業している一般の飲食店に比較して経済面と感染管理面といずれも支援が乏しい

という印象があり、特に風俗関連は商工会議所にも相談ができず、困窮している。 

 

【その他要望等】 

 宿泊、飲食、レンタカー、観光施設などの観光関連業界団体で、共同で COCOA の推奨

ポスターを作る予定であるとのことであったが、県として LINE を使った接触確認アプリも

開発中であり、どちらを使用すれば良いのか不明とのことであった。現場としては二つの

アプリを並行させると複雑になるとの声も聴かれた。 

 今回も「松山」という言葉だけが広がってしまっており、松山地区だけが悪いような印象

を与えてしまっていたのが現場の印象。松山に休業要請をした際にも、県内他地区の社

交飲食業協会から松山地区を忌避する様な声が上がっていた。地区や業種などの大き

な枠組みでカテゴリ分けをしているのが現状であるが、休業などを要請されるカテゴリや

地域ごとの線引きをどのように行うのかは非常に難しいと感じている。リスクについてより

詳細を分析し、行動などを理解してもらう必要があると感じている。 

 

【まとめ】 

繁華街での新型コロナウイルス感染症の流行を迅速に察知するためには繁華街の

関係者、飲食業従事者からの直接の情報が重要であった。集団検査については行政

の迅速な判断とともに、飲食業組合や社交飲食業協会など繁華街を把握している関

係者の積極的な協力が得られることで、広く迅速な検査につながった。これらにつ

いては行政と事業者の緊密な連携が重要であるといえる。 

繁華街の事業者や飲食業従事者の要望として、検査とともに支援についての声を

聴くことができた。風俗業のみならず、接待を伴う飲食店など繁華街の事業者や店

舗従業員には十分な行政からの支援や支援に関する情報が届いておらず、彼らが欲

している支援が得られていない可能性がある。これについても関係者から要望など

を積極的に収集していく必要があるといえる。 

風評被害についても繁華街関係者の懸念であった。同業者であっても松山地区を

忌避する声があったとの事であり、同県の他地域、一般市民、報道関係者などに対

しての情報発信は慎重に行う必要があるといえた。 
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３．東京・新宿における調査結果の報告  

 

本年６月下旬以降の状況と取組  

 

〇感染状況 

 ・６月６日、緊急事態宣言解除後歌舞伎町での初のクラスター発表（ホストクラブ、

12名）。 

・以後、新宿区の感染者数が増加し、７月 31日に 117人とピークを迎えるものの、そ

の後、緩やかに低下。 

 

〇検査体制 

 ・新宿区においては、７月までは国立国際医療研究センター（ＮＣＧＭ）で「新宿区

コロナ検査スポット」を運営してきたが、８月３日以降、新宿区直営の「新宿区コ

ロナウイルス検査センター」を開設。４月下旬以降、7,000件以上の検査を実施。 

 

〇新宿区保健所への支援 

 ・新宿区保健所を支援するため、国、都、区役所、派遣会社から人的支援を実施。 

 ・また、国の新宿区保健所戸山分室、東京都の「東京都保健所支援センター（いわゆ

る「第二保健所」）」も開設され、新宿区保健所の業務を支援。 

 

〇特措法 24条９項に基づく要請等 

・７月 15日、「感染拡大警報」を宣言し、夜の歓楽街におけるガイドライン不遵守店

舗の利用自粛などを都民、事業者に対して要請。 

・7月 22日、都民に対し外出自粛当を要請 

・７月 30日には「感染拡大特別警報」を発出。夜間の歓楽街への外出自粛等を要請。 

・８月３日から、酒類を提供する飲食店・カラオケ店に対して営業時間短縮（朝５時

～夜 10時）を要請（8月 31日まで。23区内のみ、９月 15日まで延長）。 

 

〇信頼関係構築の取組 

 ・新宿区においては、「新宿区繁華街新型コロナ対策連絡会」の立ち上げや、夜の街の

店舗経営者との勉強会の開催を通じ、信頼関係を構築しながら感染拡大防止対策を

実施。 

 ・7/20、21に「繁華街新型コロナウイルス感染拡大防止キャンペーン」を実施、約

300店舗に感染防止策の徹底を依頼 
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３．東京・新宿における調査結果の報告  

３－１．新宿区役所  

日時  令和２年 10月２日 10:30～12:30 

出席者 ヒアリング対象：高橋新宿区健康部長（新宿区保健所長）、組澤副部長、加賀美

参事、カエベタ保健予防課長、松浦副参事、羽山副参事 

委員等：今村座長、前田委員、武藤先生、田中先生、奈良先生、小林先生、有馬

先生、太田先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【ＰＣＲ検査等の実施や保健所機能の実情と課題】  

● 検査スポット・検査センターについて 

   ・４月 20日に区医師会と国際医療研究センター（NCGM）の 3者で新型コロナ

ウイルス蔓延防止に関する医療連携に関する協定を締結。NCGMに４月 27日

から検査スポットを開設。 

  ・NCGMを通常の医療体制に戻す必要もあり、８月３日から区直営で保健所敷

地内において検査センターとして運営を開始。 

  ・検査の性質は行政検査であり、区で予算措置しているため利用者は無料。 

  ・センターでの検査は予約制にしており、区の医師会の医師等からの紹介状が

あり、医師が予約をした者が検査を受けることが可能。 

  ・３パターンの人が検査をうけることとなる。①医師が必要と認めた人、②濃

厚接触者、③COCOA（アプリ）で反応を示した者。 

  ・今後、大規模な歓楽街に相談・検査拠点を設けるならば、メディア等で大々

的に報道されて風評被害が発生するなど、課題が多いため実施については慎

重に検討する必要がある。 

  ・夜の街叩きにつながりかねないので、センターに特別な名称はつけないで欲

しい。 

 

● 集団検査の実施について 

 ・まず集団検査をきちんと定義して、統一した理解で使用することが必要。新

宿は国の方針に則って実施しているが、国が示す感染リスクが高い集団の判

断基準を示していただきたい。感染状況は日々変わるので、迅速かつ柔軟な

対応が求められる。 

 ・効果としては、新しい感染症について、感染拡大範囲の状況がわかり、その

後の対策につなげられることである。 

 ・検査を行う前に目的を理解させることや、検査の後に結果を踏まえてどうい

ったことをすればよいのかなど、検査前後の一連の流れを相手に理解しても

らうことが重要。検査を受けることで、どういったメリットがあるかやその

影響も理解してもらう必要がある。感染しやすい行動を抑制する効果もあ

る。 

 ・唾液による検査の活用などにより、新宿では地域の診療所等でも検査できる

ようになり格段に検査体制が拡充された。特定の集団を対象とした体制より

も、必要なときに身近な医療機関などで誰もがいつでも検査を受けられるよ

うにすることが重要ではないか。 

・歌舞伎町には一般の利用客が数多く来る。利用者がマスク着用を行わず、感

染を拡大させている側面もある。コンパや会食などでも感染拡大。事業者は

感染防止策に取り組んでおり、利用客にも基本的な感染防止策を徹底する必

要がある。 
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（委員等との意見交換） 

・（委員）歓楽街対策は世界的にみても、うまくいっているところはない。歌

舞伎町の経験を踏まえてどうか。 

→感染の拡大防止が経営上も一定の効果があることを理解していただいたのが

良かった。一方で、長い目でみた場合に、歌舞伎町（歓楽街）さえ抑えてお

けば良いと考えられても困る。風評被害、レッテル貼りの問題もある。ま

た、事業者のモチベーションを維持していただくことも重要。 

・（委員）ひとくくりにリスクの高い業種であるとレッテルを貼ることは、差

別や偏見をはらんだ問題であり、逆方向に行ってしまい、長期的に集団検査

を続けることはできない。 

・（委員）対策のフェーズによっては、検査に関しても（いつでも誰でもでは

なく）集中的・専門的な対応が必要となる。 

・（委員）区として対策強化の必要性を感じた時期はいつか。 

→緊急事態宣言解除後の５月下旬。5月 29日に国の要領（新型コロナウイル

ス感染症患者に対する積極的疫学調査実施要領）に変更があり、無症状の人

も含めた全ての濃厚接触者を対象に初期スクリーニングを実施する事が示さ

れ、それに基づき、必要があれば、店舗単位での検査も実施した。 

  

● 保健所機能の確保 

・事務所の事務量も膨大。 

・発生届などのほか、あまり知られていないが、他の自治体からの接触者調査

の依頼なども膨大。 

・保健師の業務の軽減のために、積極的疫学調査を簡略化。自宅療養者が増加

したため、リスクの高い人には毎日電話をしたが、それ以外の人には調査の

翌日と最終日にのみ電話をすることとした。併せて病状悪化時にすぐに相談

できる感染者専用ホットラインを設けるとともに、24時間相談できる体制

をとった。なお、自宅療養者の健康観察については当初アプリの導入につい

ても検討したが、容体の悪化時の把握やアセスメントが懸念されたため、電

話での観察を継続。 

・保健師の人員の確保面では、庁内から５名を専従職員としてプラスするとと

もに、庁内全保健師で土日を含めたシフトを構築したが。それでも人材が足

りず、人材派遣を活用し、最大 38名体制で対応した時期もあった。派遣さ

れた方は、電話相談業務のほか、調査にも従事してもらい現在も継続してい

る。その他、東京都からの派遣保健師（1名）、特別職非常勤としてクラス

ター班からの派遣から継続して大学教員（１～２名）にも週 1～2日支援し

てもらった時期もあった。 

・保健師の増強は必須であるが、多忙な業務をこなしつつ、同時並行で感染症

対策の経験がなく大学等から新しく来た人を教育するのは現場に負荷がかか

っている。しかも人材派遣労働では 1カ月程度で代わってしまう人も多い。  

・福井県や都からの保健師派遣は、即活動できたため、非常に効果的でありが

たかった。災害時と同様、他の自治体からの現役の保健師派遣は有効。 

・当初、「チーム分け」も考えたが、発生届からの調査に加え他自治体からの

接触者調査の依頼が急増したため、通常体制からの移行が難しかった（現在

はチーム制に移行し、常勤保健師が各チームのリーダーとなり人材派遣労働

の方を活用している）。 
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・受援準備も必要であった。特に、何も知らない人を雇用する場合や支援者を

受け入れる場合、コロナ対策全般が分かるような「マニュアル」の作成は大

きな課題。区では急遽マニュアルを作成した。 

・都の支援（保健所支援センター）、厚生労働省の支援（戸山分室）は、大変

有り難かった。一方で、６－７月の最も忙しい時期は「業務の切り出し」が

難しく、役割分担の整理に時間がかかり大変だった。 

・また、区保健所に物理的なスペースが無かったため、場所が離れてしまった

が、本当は保健所の中に入っていただけると良かった。 

 

【医療提供体制の実情と課題】 

・入院しないで自宅療養している人は保健所の管理となる。24時間 365日体制

で緊張を強いられ、保健所の業務に大きな負荷がかかる。 

・自宅療養している全ての人が体調が安定している訳ではなく、入院と宿泊療

養の間には医療が必要な人たちも含まれていることは留意すべき。 

 

【事業者との信頼関係の醸成】 

 ・４－５月に感染経路が追えない陽性者が増え始めたことで、区長が６月初め

にホストクラブの経営者に連絡をとり、この人が中心となってくれた。キー

パーソンがいてくれたのが大きい。８月までに９回の勉強会を一緒に行った

ことで一定の信頼関係が醸成された。 

 ・メルアドを登録してもらい、区が作成したホストクラブ用の感染防止策のチ

ェックリストなどを送付。 

  ・他方で、勉強会に参加していない層こそ問題。 

 ・勉強会の内容を店舗の責任者だけでなく、一人一人の従業員に浸透させるの

が課題。 

 ・PCR検査に店舗で協力してくれた店は陽性者が出たことで風評被害を受けて

おり、今後調査に協力してくれなくなるケースが増えることを懸念してい

る。また、正直者が馬鹿を見ないよう、何らかのインセンティブについて検

討していく必要がある。 

  ・外国人コミュニティについては、希少言語を話す人々はコミュニケーション

がとれず、少ないが日本語を話せる人を介して対応していた。 

   

（委員等との意見交換） 

・（委員）区長と事業者の関係醸成、キーパーソンがいたこと、皆が同じ方

向を目指したことは新宿では重要だった。他方、同じことを別の街でやろ

うとしても必ずしもうまくいくとは限らない。地域の実態に応じた対応が

必要。 

・（委員）何故、歓楽街で感染が拡大したと考えているか。 

→共同生活、アフターなど行動を共にし、感染が拡大しやすい環境。ホスト

は比較的体育会系な社会であり、プライベートも生活を共にしていること

が多い。特に、勉強会に出てこない店舗の従業員は、アフターで大騒ぎし

ているようなこともあり、リスクに対する意識づくりが必要。 

→高齢者と接する機会は実は少なく、感染が拡大していても問題が顕在化し

にくかったことが考えられる。 
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・（委員）検査が何故、必要か理解してもらうことが重要だが、どういった

ところで苦労したか。 

→予防の重要性が理解されれば、対策が打てる。現場に足を運んで、一つ一

つの困りごとに対応し、「保健所」を信頼してもらうことが重要。 
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 ３－２．新宿保健所戸山分室  

日時  令和２年 10月６日 11:00～12:00 

出席者 ヒアリング対象：井口室長、丸山補佐 

委員等：今村座長、前田委員、砂川先生、田中先生、奈良先生、小林先生、 

有馬先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【先般の感染拡大期における対応の経緯】 

・７月上旬に新宿における新規感染者数が急増したこと、夜の社交飲食店の対

応をとる必要から、先行して区に医系リエゾン（１人）を送り、中旬から２

名（医系１・看護系１）に増員して立上げ調整にあたった。 

・保健所が行っていた積極的疫学調査を都と合同で行う予定であったが、スペ

ースに限りがあったことから、いったん中止となった。 

・戸山分室を感染症研究所内に８月４日に開設し、新宿区保健所の業務軽減と

歌舞伎町を中心とした飲食店の対策を目的として業務を開始。 

・学会中心とした保健師が午前９時から午後５時までの早出５人に加え、午後

１時から９時までの遅出 10人が対応。PCR 結果は概ね午後に判明することや

飲食店対応を考え、午後を手厚めに配置した。 

・厚生労働省からは統括的立場の人員が３人配置され、事務官が書類の管理業

務等、医系看護系技官が調査の支援や業務管理等を担当し、８月 17日から新

宿区事務官（２名）も合流し、各種書類の確認を行った 

 

【ＰＣＲ検査等の実施や保健所機能の実情と課題】 

● 保健所機能の確保について 

・保健所からなんらかの業務を切り出せないかと検討が開始されたものの、

積極的疫学調査は保健所長の権限で行うことから、物理的に所長からの距

離が離れてしまうと管理コストが増大するために非効率的と判断。 

・他の自治体からの調査依頼への対応であれば、分室での業務が可能である

と判断し、業務分担することになった。まず何が分室で実行可能かという

ことを整理するまでに一定の期間を要してしまった。 

・９月下旬に入り、保健所の業務も歌舞伎町の飲食店における対策も一通り

落ち着いたことから、業務は停止した。 

・教訓として、支援をする側も受ける側も慣れていなければならず、運用に

習熟しなければ支援はできない。支援側は交代制になることが多く、保健

所の業務のうちで定型的かつ保健所の管理負担を増やさない業務の切り出

しが必要。今回の経験を踏まえ、マニュアルの作成やそれを用いた訓練が

重要である。 

・土日に対応できるか否かは重要であり、最終的には厚生労働省チームが土

日も対応できるというということから戸山分室において引き受けることと

なった。 

・大量の調査や検査を行えば多種多様な書類を作成することが求められるこ

とになるため、業務の合理化は推進するべきであり、業務用システムを最

大限活用すべき。 

・HER-SYSの入力についても、習熟が必要であり、そのためのプログラムを

作成するなども今後の検討課題。 

・積極的疫学調査の経験の無い人が急に切迫した現場に入って支援するのは

難しい。また、感染症法に基づく業務であるため、保健医療のバックグラ
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ウンド（例：医師、保健師、看護師）がないと支援業務として担える範囲

が限定的にならざるをえない。経験のある人の登録を優先したり、事前に

積極的疫学調査を逼迫していない現場で経験する機会なども検討すべき。 

・また、学会への声掛けなど、人材のマッチングについて円滑に進められる

ようなプラットフォームが必要。 

 ・陽性者を一人確認したのちに、それに付随する積極的疫学調査で濃厚接触

者を特定する必要があるが、その濃厚接触者の範囲をどこまで広げるのか

ということは難しい問題。戸山分室が積極的疫学調査を引き受けられなか

った一つの理由として、独自の検査機能を持っておらず、当時の新宿区保

健所の検査スポットに頼らざるを得なかったことがある。 

  ・新宿区長が今回事業者と信頼関係を築いて連携を強めていたことは、協力

を得やすい土壌をつくることにつながった。 

   

（委員等との意見交換） 

・（委員）夜の街は原則匿名性の上に成り立っているところがあり、ガード

が堅いのが通常であるため、早期に介入するチャンスがなかった。 

・（委員）PCRを実施する体制が十分整備されていなかったことから、第一

波の流行曲線は、数値で現れているよりも如実に急こう配な増加率を示

していたはず。 

   ・（委員）PCRの行政検査を実施するうえで、大規模な歓楽街の対策は、都

道府県が対応しなければならない規模である。特区的な対応が必要。あ

と必要なのは検査現場の確保と事業者との信頼関係。 

・（委員）歌舞伎町のような夜の街は閉鎖的でなく、人の出入りが激しいた

めに対応が難しく、若い人の症状が軽症なために危機感も弱い。PCR 検査

の結果以外でも端緒を検知できる仕組み、具体的には SNSや電話相談で

の兆候を分析するといった手段も用いるべき。 

・（委員）職業が周囲に知られたくないような人は、周りに気づかれること

をさけるため、検査センターだけあっても来ることはない。 

・（委員）キャバ嬢には独自のネットワークがあり、匿名性を担保してくれ

るキャバ嬢間で有名な保健師の先生がいて、その人のところに個別に行

って検査を受けているような話を聞いたことがある。 

・（委員）今回集団検査に協力してくれた店舗は、結局メディア等の影響で

風評被害のスティグマを張られただけで損をした感覚であり、汚名を返

上することに注力している。なんらかのインセンティブを与えることを

今後検討する必要。 

・（委員）ホストは比較的オーナーの意見に従うため、協力的なところは対

応してくれるが、キャバクラについてはキャバ嬢一人一人が個人事業主

のようであり、全く対応が異なる。店側も陽性のキャバ嬢が出れば解雇

すればよいといった程度にしか考えていない店もある。 

・（委員）非協力的な店舗については、個々の従業員へのアプローチが必

要。相談を受け止められるような拠点が必要。 
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３－３．南新宿検査・相談室  

日時  令和２年 10月６日 13:15～14:00 

出席者 ヒアリング対象：城所室長 

委員等：今村座長、前田委員、砂川委員、田中先生、奈良先生、小林先生、 

有馬先生、太田先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【業務内容】 

 ・HIV検査とそれに伴う相談を実施。近年、梅毒等の検査も実施。 

 ・都と関係者・団体の話合いを経て、平成５年開設。15年から土日の検査や相

談員による相談を実施。 

 ・都が都医師会に委託して運営。 

 ・受付時間は平日午後３時 30分から午後７時 30分まで。 

 ・体制は、医師２名、看護師２名、相談員１名、事務３名。 

 ・検査の所要時間は 10分程度。結果はおよそ１週間後。 

 

【事業者・従業員等との信頼関係構築や情報共有の方策】 

・ウェブサイトを通じて当室の存在を知り、来所される方が多い。特に、年２

回のキャンペーン月間には、出会い系アプリに広告を掲示しており、同アプ

リの人気が上昇すればするほど、検索エンジンで上位に表示されるととも

に、相談所の広告も多くの人の目に触れることとなる。また、同性愛者の雑

誌に広告を掲載。 

・HIV でいえば男性の同性愛者に多いといったように、ニーズに沿った情報を特

定のグループに対して集中的に入れ込むとよい。 

・風俗によっては HIV検査の陰性証明書を持参することで、割引サービスを用意

している店もある。店側にとっても安全性が担保されるためにインセンティブ

がある。 

 

【歓楽街における通常時から環境づくり】 

・受けやすさを確保するため、受付時間を工夫し、またカウンセラーを配置。 

・現在は予約制。月 1,000件程度。今年はコロナの影響で、例年の８－９割程

度。女性利用者が増えており、現状 30％程度。 

・プライバシーの保護が重要な観点。全ての面において匿名性を担保できるよう

工夫しており、氏名を用いず「番号」で対応。 

・動線の確保についても工夫。利用者同士が顔を室内で合わせることのないよう

にしている。 

・病院を紹介する際にも「番号」を用いており、紹介先の病院で氏名を記入する

ことで初めて他人にプライバシーを開示することになる。 

・平成 5年から運営されているが、保健所は昼間のみの対応であり、当初は土日

や夜間も対応できる相談所のような場所は珍しかったため、特にニーズが高か

った。 

・相談カウンセラーを制度として設けており、専属のカウンセラー10人程度で

回している。希望性で匿名のカウンセリングを無料で行っている。 

・HIV検査で陽性の結果を告知する場合にも、その後の生活等のウンセリングを

するためにカウンセラーに同席してもらっている。 
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【常設の検査・相談機関設置の可能性】 

・HIVについては男性の同性愛者が多く集まる新宿だからこそ重点的に検査・相

談室を運営している意義がある。コロナについては、その後の生活や人生に与

える影響が HIVよりも比較的軽微である場合が多いと思われ、また、症状も顕

在化しにくいため、人々が積極的に来所してくれるか注意が必要。 

・検査場を増やすとしたら来訪者が他者に会わないようにするために身近な存在

であるかかりつけ医等がよいのではないか。 

 ・検査場の場所は、行きやすいところが良い反面、歓楽街に相談・検査場を置く

と、どうしても他の店の人に見られたりして、情報が一瞬で広まってしまう恐

れがある。 

 ・検査場の設置は周囲への影響が大きく、その理解を得ることが重要。町内会等

近隣への説明が必要。コロナの検査をビル内で行う場合には、契約上の制約

や、ビルオーナーやテナントの承諾が必要であることなどが想定される。南新

宿検査・相談室が入っているビルのように、エレベーターやトイレなどの共有

部分がある場合、分けることが困難なため、コロナ検査を行うことは現実的で

はない。 

 ・検査所の設置に当たっては、動線の考慮が感染管理上必要であり、その他の施

設との共有スペースの取り扱いを慎重に検討する必要がある 

 

（委員等との意見交換） 

・（委員）南新宿検査相談室については、ＬＧＢＴのエイズ予防ボランティア団

体と協力して、彼らに受けやすい検査室の在り方を検討して設置した。歓楽街

に設置するにあたっては、検査を受ける側の人たちにアンケートを取るなどし

て受けやすい体制について調査するといい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

54



 

 

３－４．東京都総務局・福祉保健局  

日時  令和２年 10月６日 14:30～15:45 

出席者 ヒアリング対象：猪口総合防災部長、杉下感染症危機管理担当部長、 

大川危機管理調整担当課長  

委員等：今村座長、前田委員、砂川委員、田中先生、奈良先生、小林先生、 

太田先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【歓楽街における通常時から環境づくり】 

・ガイドラインの周知徹底の方法として、PCR検査の実施に当たって保健所とと

もに同行し、ステッカーやガイドラインの周知を一緒にお願いした。 

・ガイドラインの徹底は、夜の街に限定したことではないが、歓楽街について言

えば豊島区、新宿区、中野区の３区で行った。 

 

【営業時間短縮要請等の成果と課題】 

・６月 19日に都独自の休業要請を解除した後、感染が再度拡大した。７月 15

日に「感染拡大警報」を宣言し、特措法 24条９項に基づいて、夜の歓楽街で

ガイドライン不遵守店舗の利用自粛などを都民、事業者に対して要請。７月

30日には「感染拡大特別警報」を発出し、夜間の歓楽街への外出自粛などを

要請。８月３日から、酒類を提供する飲食店・カラオケ店に対して営業時間

短縮を要請して夜 10時までの営業となった。その後、８月 30日に 23区以

外、９月 15日に 23区も解除された。 

・どれだけの店舗で実際に営業時間の短縮をしたのかといった実数の把握はで

きていないが、今後、協力した店舗に対して協力金を交付することから、お

およその規模感は分かるのではないか。体感的には、半々といったところ。

どの程度感染予防に効果があったかは明らかではない。 

   

【ＰＣＲ検査等の実施や保健所機能の実情と課題】 

・新宿区で一日 100 件を超すような陽性者が出る状況となり、区とも協議の

上、都として区に介入、支援することを決定した。転機は、一つの店で従業

員の半数の陽性者が出た７月頃。 

・区と都は互いに独立した組織であって、上下関係もないため、どのように介

入・支援すべきかに検討時間を要した。 

・当初は、区において事業者に対する説明会などを実施していたことから、都と

しては説明用の動画を作成したり、教材を作成・配布することで協力した。 

・検査の拡充は様々なハードルがある。特に、検査場所。都として８月に第二検

査場を都税事務所が使用している場所を利用して設置。当初、公園の利用など

も考えたが、近隣住民の理解が必要なため断念。 

・集団検査は、積極的疫学調査の中で、どこまで実施すべきか悩みがあったが、

厚生労働省の通知により感染拡大の蓋然性が高ければ実施可となった。 

・今でも解決していない課題として、人材をどうやって供給していくかという問

題がある。保健師の確保は本当に難しい。これは今後のオリ・パラ対策におい

ても関わってくる。 

・健康安全研究センターのような保健所支援の枠組みは一旦、停止してしまう

と、もう一度立ち上げるには人材を集めるために時間がかかり、急な第 3波に

は対応できなくなるため、当面継続する考え。 
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・今後は多言語で対応できるようにすることで、外国人の方も宿泊療養を受け入

れることができるようにしていく。療養設備として WIFI をもっと完備するよ

うにといったことを意見として聞いている。  

・個人情報の取扱いについて、非常勤職員に取り扱わせてよいものか、といっ

た問題があり、電話相談対応等の業務をお願いしている。 

・警察の風営法に基づく立入検査は、深夜営業時間の上限である午前 1時を超

えても営業しているようなところに対して行っているようであるが、営業時

間をそこまで伸ばしている店舗は現在のところまだ少ない。 

・警察の風営法に基づく立入検査に関して、都に対する風当たりが強かった。

また、一店入るとすぐに情報が広まり、その日は他の店は店を閉めてしまう

ので実効性については今後もよく見ていく必要がる。 

・集団検査を協力してくれたのに、陽性者がでたことで風評被害にあってしま

ったような店があるが、よく対応してくれている店を表彰するような制度が

あってもよい。 

 

【医療提供体制の実情と課題】 

・医療関係のモニタリング指標を設けて対応。第２波の陽性者の増加率が急激で

なかったために対応しきれた、という実感がある。 

・病床の確保はなんとかなったが、宿泊療養は、ホテルの確保が７月中旬、次の

契約との狭間の時期があり、ホテル待ちの人が出た。 

 

（委員等との意見交換） 

・（委員）６月上旬から歌舞伎町について、都として問題認識はあったか。 

→そこまでとは考えていなかったのが実情。区で１日 100件を超える陽性者

がでて、都として支援を検討。 

・（委員）検査について、「点」から「面」への切り替えのタイミングが難し

い。 

→当初から大規模に実施できれば良かったが、検査能力の限界もあった。 

・（委員）民間の人（学会や派遣会社）を活用すると、1、2週間で帰ってしま

う人であったり、即戦力になる人とそうでな人がいるが、経験を積んでい

くと戦力になっていく。チーム編成を第 3波に備えてするのであれば、訓

練プログラムを組むなど、そういった構想を練っていてもよいのでは。 

・（委員）歓楽街だけに着目するのではなく、何らかの共通した特徴で作られ

た集団について注目していく必要がある。その代表例が外国人ではないか。 

・（委員）ホストクラブとキャバクラでは、店舗に対する集団検査はホストの

方が店舗と一体性があるために行政として対応しやすい。一方、両者に共通

するのは店以外にスタッフがプライベートでどこにいるのか、といったこと

も重要な要素。業種によって特性が違うことは留意すべき。 

・（委員）店舗単位で集団検査を行うことについては、できて高々数十店舗程

度であるという実情がある。歌舞伎町は協力的であるが、他の地域が同様で

はない。大阪のミナミでは違う反応であったと聞いている。 

・（委員）PCR検査のそもそもの目的として、感染拡大の予防という目的と、

今後の対策のためにエビデンスを収集することができるという点の２点があ

る。 

・（委員）新宿においては区長と事業者の信頼関係が構築できたが、これはタ

イミングが違えば成功しなかったかもしれない。空気感が重要。歌舞伎町自
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体が悪のように扱われたタイミングがあり、それを守るために事業者と区長

は互いに味方であると認識するに至ったのではないか。 

・（委員）最初は学会が支援に入り、その後、派遣会社を活用することで何と

か回るのではないか。派遣会社を活用する時は、全体をマネジメントする医

師の配置が必要。 

 ・（委員）臨時支援の保健師の継続性を担保するために、非常勤職員や会計年

度任用職員の活用が考えられるが、どうか。 

 →これら形態での任用に関する考え方は、自治体によって違うのではない

か。 
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３－５．東京都保健所支援センター（第２保健所）  

日時  令和２年 10月６日 16:15～17:00 

出席者 ヒアリング対象：遠藤新型コロナウイルス感染症対策調整担当部長、 

杉下感染症危機管理担当部長 

委員等：今村座長、前田委員、砂川委員、田中先生、奈良先生、小林先生、 

太田先生、内閣官房、厚労省 

 

聴取内容・ 

主な意見等 

【先般の感染拡大期における対応の経緯】 

 ・業務負担が激増した保健所のサポートのために保健所支援センターを７月 20

日に設置し、企業における濃厚接触者の調査・特定を行った。企業や本人に電

話で状況確認し、濃厚接触者の特定、検査の受検調整、検査の実施、検査結果

の連絡等をすることが主。 

 ・８月 20日からは他自治体からの調査依頼の対応等を戸山分室（厚生労働省）

が行うことになったことから、夜の街クラスター案件、企業クラスター案件を

新宿区と分担した。現在は国が撤退したため、他自治体からの調査依頼分も再

度対応している。 

 ・８月 17日以降人員は、医師１人、保健師 11人（うち人材派遣から８人）、事

務職員 11人の総計 23人で対応。 

 ・新宿区保健所にも人を送っており、都職員派遣によりピーク時には保健師１

人、事務６人の計 7人を派遣。現在は５人。 

 ・８月３日からは PCR検査が新宿区保健所敷地内（検査センター）で行われてお

り、そこの補助業務にも対応できるようにしている。検査センターでは原則

13時から 17時に週 3日対応しており、これまでは最大で一日 40人程度を実

施していたが、現在は新宿区の感染者数がピーク時に比べて大幅に減少してお

り、一日 10件以下の日もある。 

   

【ＰＣＲ検査等の実施や保健所機能の実情と課題】 

・当面の予定は「状況をみながら」としか言えず、現在対応数が落ち着いている

からといって第 3波が来る可能性もあることから直ちに縮小することは困難。 

・新規陽性患者の発生が落ち着いているが、迅速な体制シフトが難しく、費用対

効果が課題。派遣会社は契約の問題があり、患者数に応じて柔軟に人員を拡大

縮小できない。また、縮小した場合、ノウハウを蓄積した人が失われ、次の拡

大期に元に戻すのが難しい。一方、第２検査場については、検査が日に一けた

台の日もあり、どのようにするか今後、検討。 

・保健所ごとに調査方法や患者情報の収集方法、様式、結果の通知方法等が異な

ることから新たに人材を調達したとしても即応するには一定の習熟期間が必要

であり、支援側にも受入側にも負担が生じる。そのため、新宿区以外に新たに

検査場所を設置することは現実的ではない。医師を呼ぼうとすると他の病院か

ら現在担当している職務を離れて来てもらう必要があり、当該病院にとっては

負担でしかないので実現するのがより困難。 

・よかった点は、こういった支援方法にひとつの業務フローができあがったこと

から、今後ある程度マニュアル化することで、業務の省力化が図れることであ

る。 
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（委員等との意見交換） 

・（委員）保健所支援センターは今後も人員体制を維持して、他の特別区に大

規模なクラスターが発生した際にはそこの第二保健所となって支援するよう

な支援体制を構築して欲しい。 
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資料７ 

第２回歓楽街ＷＧ 事業者ヒアリングにおける主な意見 

 

参加者 

 

佐野 真伊 様（ガールズバー「Tonight3」オーナー） 

杉山 元茂 様（歌舞伎町商店街振興組合副理事長） 

巻田 隆之 様（ホストクラブグループ「グループダンディ」ＣＯＯ） 

 

 

主な意見 

 

【歓楽街の様子】 

〇 歌舞伎町がここまで静かになってしまったのは初めてで、不安。最近はお客様の

数は戻りつつあり、色々な人が歓楽街を求めているのではないかと思っている。 

〇 全国的に飲食店の利用者が減少している中、歌舞伎町は、今回世間に持たれたイ

メージにより、更に利用客が減少したのではないかと思う。 

 

【歌舞伎町の特性】 

〇 歌舞伎町では、従業員と経営者、店舗と利用客の信頼関係を損なわないよう、う

そや隠し事をしないという共通認識があり、体調が悪ければすぐに休ませて検査さ

せる店舗が多いと思う。吉住新宿区長が「みんなで新宿を守ろう」と対等に働きか

けてくれたことも大きい。 

〇 街のカルチャー・リテラシーについて、ゴミ拾いから始めて、少し長い視点で育

てていくという姿勢が大切。 

 

【ＰＣＲ検査等への協力】 

〇 新宿区長から、ＰＣＲ検査をしっかり行うことで感染拡大を防ぎたいとの提案を

受け、行政が本気で動いてくれることを実感し、積極的に従業員に検査を受けさせ

た。結果、約半数が陽性であり、その多くが無症状であった。 

〇 検査を受けた結果、陽性者が解雇されるという心配は全くないし、従業員も心配

していなかったと思う。 

〇 自分の店では、積極的に検査を受けさせているが、歓楽街の従業員の中には、自

分が陽性だった場合、店が休みになり周囲が働けなくなってしまうことを恐れ、検

査を受けない者も多いと思う。  
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【事業者による感染防止対策】 

〇 店では検温、手洗い、うがい、消毒、喚起といった感染防止策を実施している。 

〇 最近、感染者が減少しているため、感染防止の気運が低下しているのではないか

と感じる。 

〇 客に来てもらうため、事業者はガイドラインを必死に守っている。ただし、カウ

ンターしかないような狭い店など、ガイドラインが実情に合わない店舗もある。 

〇 消毒や換気が重要であり、専門的な指導を受けながら取り組みたい。行政に支援

してほしい。 

〇 法令遵守意識が低い店もあり、そのような店は、感染対策も講じられない傾向。 

〇 アフターはリスクが高いと認識。ホストクラブやキャバクラだけでなく、アフタ

ーで用いられるバー関係のグループも作り、情報共有しながら対策を行っている。 

〇 接待は風営法で午前１時までとされ、その後はバーなどに行くことになるが、特

例的に朝方まで認めてもらえれば、朝方の時間帯も、私たち（ホストクラブ）が管

理し、感染対策を実施できる。 

〇 感染対策や、リスクの高い方の隔離といった対応をしっかり行った上で、働ける

者は働いていくという形が一番良いと思っている。 

 

【業種ごとの特性】 

〇 ホストクラブは従業員をしっかり管理している店舗が多く、店の責任で検査を受

けさせたり、病院に行かせたりすることが多い。一方、キャバクラは、自由にいろ

いろなお店で働ける環境にあるため、店舗による管理がゆるく、従業員があまり検

査を受けない傾向にある。 

〇 私が経営しているホストクラブでは、店舗から休業時の補償を出したが、キャバ

クラの多くでは、店舗が休業になるとお金がもらえない状況にあった。結果、キャ

バクラの女の子はパパ活アプリに登録し、キャバクラ以外の接客の場で収入を求め

ていると聞いている。 

 

【その他】 

〇 昼間勤務している会社から夜の外出禁止令が出ていた者が、副業としてキャバク

ラで働いていることが知られるリスクを恐れ、出勤しなくなったことがあった。 

〇 歓楽街の従業員をターゲットにした詐欺が増えていることにも、目を向けていた

だきたい。 
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